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1概要書
本論文は個別財務諸表における繰延税金資産の回収可能性について考察するものである。
税効果会計は 1942 年にアメリカで初めて制度として認められた。具体的な指針が示され
たのは、1952 年に公表された ARB 第 42 号「緊急設備-減価償却、済崩し償却および法人所
得税」である。ここでは、期間差異について期間配分を要求し、負債法を採用した。しかし、
翌年には繰延法を勧告し、負債法を採用するにあたり制限を設けた。その後は繰延法を中心
に実務は行われた。1966 年に AICPA により公表された ARS 第 9 号「法人所得税の期間配
分」では、法人所得税は費用であり、適切な期間に配分されるべきであるとした。計算方法
は、借り方は繰延法、貸し方は負債法を採用したが、繰延法は税率の変更を反映しないため
批判を受けた。
その批判を受け FASB は、1987 年に SFAS 第 96 号「法人所得税の会計処理」を公表した。
SFAS 第 96 号は、資産負債法を採用し、蓋然性の有無によって繰延税金資産の認識を行うと
した。しかし、産業界から強い反対を受け、1992 年に現行の SFAS 第 109 号「法人所得税
の会計」が公表されるに至った。SFAS 第 109 号は引き続き資産負債法を採用したが、蓋然
性の有無によるものではなく、「実現する可能性よりも実現しない可能性が高い（50％超の
確率）：more likely than not」を採用している。
IAS では 1979 年に公表した IAS 第 12 号「法人所得税の会計」では、繰延法と負債法の
選択適用を容認していたが、SFAS 第 96 号や第 109 号の影響を受け、1996 年の改訂におい
て、繰延法を禁止し負債法を採用した。しかしながら、繰延税金資産が計上される条件につ
いては、記述の SFAS 第 109 号とは異なり、減算一時差異を利用できる課税所得が稼得され
るであろう可能性が高い場合に限り繰延税金資産を認識するとする「肯定的判断アプローチ」
をとっている。ただ、IASB は FASB と 2002 年から短期コンバージェンス・プロジェクト
として法人所得税プロジェクトに取り組んでおり、2010 年 12 月には原資産の回収について
IAS 第 12 号は修正されている。このように現在は、IASB と FASB の乖離を狭めようとい
う動きの最中である。
日本では、1975 年に企業会計審議会より公表された「連結財務諸表の制度化に関する意見
書」により、税効果会計の連結財務諸表への任意適用が認められ、1998 年に公表された「税
効果会計に係る会計基準の設定に関する意見書」が公表され、すべての財務諸表に適用され
ることとなった。我が国がアメリカに対して導入が遅れたのは、我が国の税法にみられるよ
2うに、課税所得計算にあたり確定決算主義を採っており、申告納税主義を採っていたアメリ
カよりもその必要性が低かったことが原因と考えられる。国外的な性格を有する企業会計は
国際的調和を図る必要があり、国内的な性格を有する課税所得計算とは乖離が生じるため、
税効果会計を必要としたのである。
税効果会計の主たる問題として法人税の性格と繰延税金資産の回収可能性と繰延税金負債
の支払可能性がある。基準は法人税は費用であることを前提に成り立っている。しかし、法
人税には費用ではなく利益の処分項目であるという考え方も存在する。当論文は、法人格は
国により与えられているものであり、法人税はその対価として当然に支払われるべきもの、
すなわち社会コストたる費用であり、租税法律主義において、課税所得が発生していない場
合は法人税の発生はあり得ないのであるから、法人税は利益に課されるが、利益を処分する
ことには値せず費用であるとする。
現行では、会計基準委員会が公表している「討議資料 財務会計の概念フレームワーク」に
おける、資産および負債の定義を繰延税金資産および繰延税金負債が満たすとして、その資
産性および負債性を認めているのである。我が国においては特に繰延税金資産の回収可能性
についての判断が重要である。
計算方法としては繰延法と資産負債法が存在する。繰延法とは、企業会計上の収益または
費用の額と課税所得計算上の益金または損金の額に相違がある場合、相違項目のうち、損益
の期間帰属に相違に基づく差異について、発生した年度の当該差異に対する税金軽減額また
は税金負担額を差異が解消する年度まで貸借対照表上、繰延税金資産または繰延税金負債と
して計上する方法である。適用される税率は期間差異が発生した年度の課税所得に適用され
た税率である。一方、資産負債法は、企業会計上の資産または負債の額と課税所得計算上の
資産または負債の額に相違がある場合において、企業会計上の資産または負債が回収または
決済されるなどにより当該差異が解消されるときに、税金を減額または増額させる効果を有
する場合、当該差異の発生年度にそれに対する繰延税金資産または繰延税金負債を貸借対照
表に計上する方法である。一時差異が解消される将来年度に適用される税率を用いることと
なる。そのため、国際的にも採られている資産負債法を基準は採用しているのである。
算出された繰延税金資産および繰延税金負債には、現行使われていないが、評価勘定を用
いて表示する税引後法がある。税引後法は企業全体の課税状況を理解しにくくし、個々の資
産および負債に係る差異の把握方法を個々の資産および負債に帰属させることに問題が生じ
るため、採用されていない。また、他の資産および負債の区分と整合性を考慮し、流動比率
3を適切にするため、算出された繰延税金資産および繰延税金負債は、関連した資産および負
債の分類に基づいて、貸借対照表に流動資産・固定資産、流動負債・固定負債に分けて表示
されている。
繰延税金資産の回収可能性の判断要件は「収益力に基づく課税所得の十分性」、「タックス
プランニングの存在」、「将来加算一時差異の十分性」の 3 点が挙げられている。「収益力に
基づく課税所得の十分性」とは、企業の将来の課税所得が将来減算一時差異等に対して十分
な金額であるかどうかを判断するということである。「タックスプランニングの存在」とは、
将来課税所得を発生させるような租税計画があるということであり、「将来加算一時差異の十
分性」は、将来加算一時差異の解消によって課税所得を増額させる効果を有する差異がある
ということである。判断手順は全部で 7 工程あり、期末における将来減算一時差異、将来加
算一時差異のスケジューリングの結果を相殺し、将来の課税所得、タックスプランニング、
繰越欠損金を考慮等して行われる。
繰延税金資産の回収可能性について特に問題とされている、「収益力に基づく課税所得の十
分性」について重点を置き、第 66 号に記されている過去の業績に基づく判断について考察
する。将来の課税所得を合理的に見積もることは困難なため、第 66 号は過去の業績等を主
たる判断基準とする指針を示している。過去の業績によって企業を 5 つの区分に分け、それ
によって回収可能性は認められる範囲に制限を設けているのである。しかし、この指針には
「十分」、「おおむね」等といった曖昧な表現が多く使用されており、その判断は企業だけで
なく、監査人の判断もその間で異なることが多いのである。
特に大きな問題が、4 つ目の区分の但し書きに該当するか否かの判断である。但し書きに
該当するかどうかは企業の生命線である場合が多い。その判断は繰越欠損金の発生原因が「非
経常的」であるか否かであるが、りそなホールディングスの実質破綻のように監査法人の間
で判断が割れたことにもあるように、恣意性が介入しやすく、困難である。恣意性の介入を
防ぐためには、自己資本に対する繰延税金資産の割合に制限を設けることや、業種や規模毎
に判断基準を設けることも一つの案である。
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6本文
序章
税効果会計は、「企業会計上の資産または負債の額と課税所得上の資産または負債の額に相
違がある場合において、法人税その他の利益に関連する金額を課税標準とする税金（以下「法
人税等」という。）の額を適切に期間配分することにより、法人税等を控除する前の当期純利
益と法人税等を合理的に対応させることを目的とする手続である」1、と「税効果会計に係る
会計基準」（以下、「基準」という。）では述べられている。
日本においては、1998 年に公表された「税効果会計に係る会計基準の設定に関する意見書」
により、それまでは連結財務諸表のみを対象としていた税効果会計が個別財務諸表を含めた
すべての財務諸表に導入されることとなった。昨今は国際会計基準へのコンバージェンスに
より、日本の会計基準は変化しているが、企業会計上の収益または費用と課税所得計算上の
益金または損金の認識時点の乖離は解消されていない。むしろ、対国際的な要素をもつ企業
会計と対国内的な要素をもつ課税所得計算の乖離はさらに進んでいるといえるのかもしれな
い。そのような状況下では、企業会計と課税所得計算を結ぶ税効果会計が担うところは大き
い。
税効果会計を行うに当たり、貸借対照表上には繰延税金資産および繰延税金負債、損益計
算書上には法人税等調整額が計上される。繰延税金資産は将来の法人税等の減額する効果を、
繰延税金負債は将来の法人税等を増額させる効果を表し、法人税等調整額は各期末において
当期純利益と法人税等が適正に対応するように調整をする勘定科目である。それぞれの金額
は、資産負債法を採用している現行の制度では、将来の税率を用いて見積もられる。
適正な財務情報を示すためには、繰延税金資産の回収可能性（資産性）および繰延税金負
債の支払可能性（負債性）がより正確に見積もられることが重要である。我が国では繰延税
金資産が繰延税金負債よりも計上されることが多いため、とりわけ繰延税金資産の回収可能
性をどう判断するかが重要である。回収可能性の判断は主に企業の過去の業績等に基づいて
将来の課税所得を予想し判断されるが、将来の課税所得はあくまで予測である。予測が困難
な将来の課税所得に基づいて計上される繰延税金資産が、貸借対照表へ計上することに問題
はないのか、実務指針等で示されている回収可能性の検討で十分であるのかを考察していき
1 税効果会計に係る会計基準、第一 税効果会計の目的
7たい。
本論文は、税効果会計における繰延税金資産の回収可能性について考察するものであるが、
議論の明確化を図るため、個別財務諸表を前提とする。また、会計制度委員会報告第 10 号 個
別財務諸表における税効果会計に関する実務指針（以下、「第 10 号」という。）および監査
委員会報告第 66 号 繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取り扱い（以下、「第
66 号」という。）に基づいて確認、考察していく。
8第 1 章 制度導入の背景
「税効果会計とは、企業会計上の収益または費用と課税所得計算上の益金または損金の認
識時点の相違等により、企業会計上の資産または負債の額との課税所得計算上の資産または
負債の額に相違がある場合において、法人税のその他の利益に関連する金額を課税標準とす
る税金（以下「法人税等」という。）の額を適切に期間配分することにより、法人税等を控除
する前の当期純利益と法人税等を合理的に対応させることを目的とする手続である。」2これ
は、日本における現行の税効果会計の目的である。その内容は後述する資産負債法を基に成
り立つものである。資産負債法を採る以前は繰延法を採用していた。本章ではその歴史的経
緯を確認し、次章で述べる現行、なぜ資産負債法を採っているのかにつなげていきたい。
第 1 節 アメリカにおける税効果会計
税効果会計の歴史は、アメリカに始まる。1942 年、AIA（American Institute of
Accountants：米国会計士協会）の CAP（Committee Accounting Procedure：会計手続委
員会）は ARB（Accounting Research Bulletin：会計研究公報）第 18 号「償還社債に関す
る未償却の割引発行差金・発行費および償還割増金（増補版）」を公表し、税引後法3による
税金の期間配分が望ましいとの見解を示した。その直後の第二次世界大戦および朝鮮戦争の
影響で、IRC（Internal Revenue Code：内国歳入法）は指定された緊急設備については加
速償却を認め、それにより、企業会計上と税法上の差異が大きくなり、法人税の期間配分の
問題が広く認識されるようになった。1944 年にはその問題を解決するため、CAP によって、
ARB 第 23 号「法人税の会計処理」が公表された。しかし、税効果の具体的な測定方法等に
ついて明確な指針は示されておらず、ARB 第 23 号は後に ARB 第 43 号 10 章 B へ改定され
る。
1945 年に SEC（Securities and Exchange Commission：証券取引委員会）は、ASR
（Accounting Series Releases：会計連続通牒）第 53 号を公表したが、税金の期間配分の問
題については重視されていなかった。翌年になり、CAP は ARB 第 27 号「緊急設備」を公
表し、税引後法を支持した。1952 年には ARB 第 42 号「緊急設備-減価償却、済崩し償却お
2 [企業会計審議会, 1998] 基準 第一 税効果会計の目的
3 FASB 第 109 号によると税引後法とは、資産および負債の額に対する課税可能性および控除可
能性の影響額を、当該資産および負債の報告額の減額として会計処理する方法である。その詳し
い内容は第 2 章 繰延法および資産負債法、第 3 節 表示、第 1 項 税引後法において述べる。
9よび法人所得税」を公表した。有形固定資産の加速償却の結果生じる期間差異について法人
所得税の期間配分を要求し、初めて負債法を採用し、税引後法による表示を容認した。期間
差異とは、課税される収益若しくは利得または損金算入される費用若しくは損失が財務報告
上と税務上とで異なる期間に認識される場合に生じる差異である4（詳細は第 2 章にて述べ
る）。また、負債法とは、現行採られている資産負債法とほぼ同様のものである（資産負債法
の詳細についても第 2 章で述べる）。
翌年の 1953 年には ARB 第 43 号 Revised「会計研究公報再述・改定版」を公表した。損
益計算書上は繰延税金の額を脚注または本文に表示することを容認し、繰延法を勧告し、一
定の状況下では負債法を容認するとした。繰延法とは、企業会計上の収益および費用と課税
所得計算上の益金および損金の差異を発生時の税率を用いて税効果を認識するものである
（詳細は第 2 章にて述べる）。その翌年に公表された ARB 第 44 号「逓減残高償却法」では、
税金の期間配分は通常の事業では必要ないという立場から、部分的配分を採用した。これよ
り、部分的配分と包括的配分の具体的な議論がはじまった。部分的配分とは [Clark（原著）、
加古宜士（監訳）、大塚宗春（監訳）, 2004] [Clark（原著）、加古宜士（監訳）、大塚宗春（監
訳）, 2004]ｐ.446 によると、「ある会計期間に報告される法人税費用は、将来において解消
すると予想されない一時差異（将来年度において、課税所得の計算上、加算額または減算額
を生じさせるすべての差異を包含しており、期間差異よりも広い概念である5。詳細は第 2
章参照）の影響を受けないとされる。」つまり、反復的に繰り返される期間差異については、
税効果の影響を半永久的に計上することになる場合があるため、当該期間差異は認識しない
部分的な配分をいう。一方、部分的配分に対し包括的配分とは、「ある会計期間に報告される
法人税費用は、当該期間における財務会計上の税引前利益の計算に含めたすべての取引およ
び事象の影響を受ける」配分の考え方である。
1957 年には AIA がその名称を AICPA（American Institute of Certified Public
Accountants：米国公認会計士協会）へと変更した。翌年、ARB 第 44 号 Revised「逓減残
高償却法（改訂版）」が公表され、費用収益対応を重視するという立場から、包括的配分を採
用し、長期間または無制限に存続することが予想される期間差異の表示については税引後法
を容認するとした。1959 年には、CAP に代わり会計設定機関として、APB（Accounting
4 [Clark（原著）、加古宜士（監訳）、大塚宗春（監訳）, 2004] [Clark（原著）、加古宜士（監訳）、
大塚宗春（監訳）, 2004]p.439
5 [中島稔哲, 1997]p.1
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Principles Board：会計原則審議会）が設置された。APB は、ARB の全面改訂に着手し、そ
の成果を Opinion（意見書）として公表していく。翌年、SEC は ASR 第 85 号において、
ARB 第 44 号への同意を表明した。1962 年には、Opinion 第 1 号「新たな減価償却の指針
および規則」が公表されたが、内容は ARB 第 44 号 Revised に準拠されており、新しいもの
はなかった。これは IRC において投資税額控除が導入されたことも影響されたと考えられて
いる6。
1965 年に公表された Opinion 第 6 号「会計研究公報の現状」では繰延法および負債法の 2
つを採用するとされた。しかし、翌年に AICPA より公表された ARS（Accounting Research
Study：会計研究叢書）第 9 号「法人所得税の期間配分」では、税効果の概念をはじめ、期
間配分の必要性、その範囲や方法等の研究が行われ、法人所得税は費用であり、適切な期間
に配分されるべきであるとした。期間配分の範囲に関しては包括的配分を採用し、方法とし
ては繰延税金の借方（資産）は繰延法、貸方（負債）は負債法を採用し、税引後法を容認し
なかった。1967 年には、Opinion 第 11 号「法人税の会計処理」を公表した。方法としては、
最も実務的であるとして繰延法を採用し、これにより、収益費用対応の過程において首尾一
貫すると結論している。しかし、Opinion 第 11 号公表後、多くの米国企業が税率の変更が
考慮されないまま計上されている貸方残高（負債）が次第に膨張したため、その負債性につ
いて批判を受けた。
1973 年に APB の欠点を解くために設置された FASB（Financial Accounting Standards
Board：米国財務会計基準委員会）は、繰延法についての批判や懸念の声を受け、1982 年に
法人所得税の会計処理について再検討に入った。FASB は SFAC（Statement of Financial
Accounting Concepts：財務会計所概念に関するステートメント）第 6 号において定義され
ている資産および負債の概念を、繰延法により計上される繰延税金の借方残高および貸方残
高は満たしていないこと、繰延額が算出される際に用いられる税率が、実際に支払われる年
度のものとは異なることもあることを指摘するに至った。それを受け、1987 年に FASB は、
SFAS（Statement of Financial Accounting Standards：米国財務会計基準書）第 96 号「法
人所得税の会計処理」を公表した。SFAS 第 96 号は、Opinion 第 11 号とは異なり、資産負
債アプローチ（利益を資産負債の概念を示すことから導き出そうという考え）の立場をとり、
資産負債法を採用した。しかし、産業界から「実務とは乖離している」等の強い反対を受け、
発効日は 1988 年から 1989 年へ、1989 年から 1991 年へ、1991 年から 1992 年へ三度も延
6 [齊藤真哉, 1999]p.232
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期され、最終的には、1992 年に SFAS 第 109 号「「法人所得税の会計」が公表されるに至っ
た。
SFAS 第 96 号から SFAS 第 109 号へ至るにあたり主に問題となったことは以下の通りで
ある。
・企業や監査人が理解し、適用するには時間がかかる
・1986 年の税制改革法の影響
・タックス・ベネフィットの認識ケースの増加
・一時差異の将来予定表作成と租税計画戦略の複雑さ
・伝統的負債法と著しく異なる資産負債アプローチの採用
・蓋然性（probability）の有無によって借方残高（繰延税金資産）が認識される 等
以上の批判から、SFAS 第 109 号においては、引き続き資産負債法を採ったが、将来の課税
所得の予測とは切り離し、繰延税金資産および繰延税金負債を個々に認識・測定を行うこと
を認め、使用税率は平均実効税率とし、上記の問題に対応した。また、蓋然性の有無によっ
て貸方残高（繰延税金資産）が認識されるという問題に対しては、蓋然性に変わり、「実現す
る可能性よりも実現しない可能性が高い（50％超の確率）：more likely than not」を採用し
た。 [Clark（原著）、加古宜士（監訳）、大塚宗春（監訳）, 2004] [Clark（原著）、加古宜士
（監訳）、大塚宗春（監訳）, 2004]pp.459-463 によると、実現する可能性よりも実現しない
可能性が高い（50％超の確率）ことを示す証拠が得られる場合は、繰延税金資産は、税金に
係る評価勘定によって減額される。繰延税金負債および繰延税金資産の残高を計算するため
の一連の手続きは以下の通りである。
① 一時差異、繰越欠損金および未使用の税額控除を識別する
② 将来加算項目に予定税率を乗じて、繰延税金負債の総額を測定する
③ 将来減算項目および繰越欠損金に将来の予定税率を乗じて、繰延税金資産の総額を測定
する
④ 各種の未使用の税額控除について、繰延税金資産を測定する
⑤ 上記の可能性がより高いという要件に基づいて評価勘定を測定する
繰延税金資産は繰越欠損金、一時差異から生じる減算項目または未使用の税額控除から将
来享受する潜在的便益を測定したものである。SFAS 第 109 号は繰延税金資産が実現する可
能性が実現しない可能性よりも高くなる金額にまで切り下げるのに十分な評価勘定の設定を
要求している。“more likely than not”という基準は FASB にとって新しい測定上の判断要
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件であった。
この“more likely than not”という基準は、将来の課税所得計算上の便益が実現する可能
性が 50％を超える場合には繰延税金資産を認識するという「肯定的判断アプローチ」と、実
現しない可能性が 50％を超える場合を除いて繰延税金資産を認識する「減損アプローチ」を
抱き合わせてそれらの中間的な立場を選択したのである。つまり、会計実務では、繰延税金
資産が実現しない可能性が実現する可能性よりも高いことを示す証拠がない限り、繰延税金
資産を実現するのに十分な課税所得が将来の年度において生ずると仮定できるのである。
SFAS 第 109 号では、繰延税金資産の実現を可能にする課税所得の源泉として考えられる
もの（肯定的証拠）について、以下の通り列挙している。
① 既存の将来加算一時差異の将来における解消
② 一時差異並びに繰越欠損金および繰越税額控除を加減する前の将来の課税所得
③ 一時差異から生じる減算金額の繰り戻しの対象となる、当年度または過年度における課
税所得
④ 繰越欠損金または繰越税額控除が繰越期間を経過するのを防ぐために、企業が通常行わ
ないような健全かつ実行可能な租税計画戦略を、以下の目的で採用する可能性がある場
合
a. 繰越額と相殺すべき課税所得を増加させる
b. 加算項目または減算項目の性質を通常の所得または欠損からキャピタルゲイン
またはキャピタルロスへと変化させる
c. 投資の性格を非課税対象から課税対象へ変更する
また、繰延税金資産の減損金額の決定には、消極的な証拠（潜在的な減損）7が用いられる。
① 未使用のまま繰越期間を経過した繰越欠損金または繰越税額控除の実績
② （現在は利益を計上している企業における）予想損失
③ 将来の営業活動および利益に不利な影響を及ぼす可能性がある未確定事項
④ 重要な将来減算一時差異が 1 年間で解消されるか、または、営業活動が伝統的な営業
循環を繰り返すものである場合には、繰延税金資産の実現を限定するような非常に短
い繰越期間
この種の消極的証拠は以下のような肯定的証拠と比較考慮しなければならない。
① 現在の契約残高または受注残高
7
否定的証拠ともいわれている
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② 課税所得計算上の簿価を超える資産の価値の著しい高騰
③ 当該欠損金が継続的状況というよりも異常事態であることを示す証拠とともに示され
る（欠損金または将来減算一時差異を除外した）説得力のある利益の実績
SFAS 第 96 号が要求していた予定表の必要性は、将来の課税所得についての仮定を緩める
ことによって小さくなった。また、繰延税金資産・繰延税金負債は流動・固定に分類される
こととなった。
“more likely than not”という基準によって、これまで報告されていなかった数百万ドル
という繰延税金資産が生じるという点で、重大な変革であった。
第 2 節 IAS における税効果会計8
IASC（International Accounting Standards Committee：国際会計基準委員会）は、1979
年に IAS（International Accounting Standards：国際会計基準第）第 12 号「法人所得税の
会計」（以下、「旧 IAS 第 12 号」という。）を公表した。旧 IAS 第 12 号は、繰延法と負債法
の選択適用を容認していた。その後は、1989 年における公開草案第 33 号、1994 年に公開
草案第 49 号を経て、1996 年に旧 IAS 第 12 号は改訂され、改訂 IAS 第 12 号（以下、「IAS
第 12 号」）が公表された。IAS 第 12 号では繰延法を禁止し、負債法の適用を要求している。
この一連の税効果会計に関する IAS の繰延法の容認から負債法への適用への動向は、アメ
リカにおける APB 第 11 号や SFAS 第 96 号および SFAS 第 109 号の影響を受けていると考
えられる。しかしながら、繰延税金資産が計上される条件については、既述の SFAS 第 109
号で用いられている「減損アプローチ」ではなく、減算一時差異を利用できる課税所得が稼
得されるであろう可能性が高い場合に限り繰延税金資産を認識するとする「肯定的判断アプ
ローチ」の立場に立っている。
IASB は FASB と 2002 年から短期コンバージェンス・プロジェクトとして法人所得税プ
ロジェクトに取り組んでいる。2009 年に公開草案を公表し、コメントを募集・分析し、プロ
ジェクトの範囲を限定して改訂することとした。その範囲は以下のとおりである。
・不確実な税務ポジション
・公正価値で再評価された資産
・公開草案における提案の導入
・資産の実現あるいは負債の決済が課税所得に与える影響を検討する最初のステップ
8 [中島稔哲, 2010]、[榊原英夫, 1999]、[あらた監査法人 矢野貴詳, 2010]
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の導入
・総額での繰延税金資産の認識および必要な範囲での評価性引当金の計上
・評価性引当金の必要性を検討するガイダンス
・税率および税法の実質的な施行の解釈についてのガイダンス
・連結納税グループにおける当期および繰延税金の配賦
上記のうち、公正価値で再評価された資産については 2010 年に公開草案が公表された。
また、不確実な税務のポジジョンについては IAS 第 37 号 引当金、偶発債務および偶発資産
の改訂後に取り扱われることとなっている。2010 年 12 月には原資産の回収について IAS 第
12 号は修正されている。このように現在は、IASB と FASB の乖離を狭めようという動きの
最中である。
第 3 節 日本における税効果会計
日本において税効果会計が強制適用されたのは 2000 年のことである。我が国がアメリカ
に対して導入が遅れたのは、我が国の税法にみられるように、課税所得計算にあたり確定決
算主義を採っており、申告納税主義を採っていたアメリカよりもその必要性が低かったこと
が原因と考えられる。[佐藤渉, 1991]p.171 によると、「我が国法人税法においては、原則的
に財務会計上の処理基準と課税所得計算上の処理基準が一致しなければ認められない。つま
り法人の課税所得計算は、法人の会計記録を通して行われるのであるが、これは株主総会等
で承認された「確定した決算に基づき」行われなければならない。…中略…我が国の法人税
法に対して、米国の連邦所得税法では課税所得は我が国のごとく企業利益から誘導計算を行
うのではなく、直接課税所得計算上の総益金から損金を控除することによって課税所得計算
を行う。すなわちここでは完全に企業利益と課税所得の切断が見られる」のである。このよ
うな環境に違いから、企業会計と課税所得計算がほぼ同一の内容であった日本においては、
税効果会計の導入の必要性は低かったと考えることができる。
しかし、グローバル化の現代において、従来日本でとられてきた、企業会計と税法の関係
は、「国内的調整」を重視してきた方式から、グローバルな会計基準との「国際的調和」を進
める方向への転換をせまられている。したがって、税効果会計は企業会計と税法計算規定と
の差異が多いほど、その必要性が高まるのである。企業会計の国際的調和化を進めるために
は、国内的性格を持つ税法計算規定と乖離せざるを得ない。他方、税法も、その独自の目的
を重視し、「税率の引き下げと課税対象額の拡大」という国際的動向を反映した税制改革を進
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めるためには、企業会計との差異は増大する方向にある。[中田信正, 2000]pp.6-7 そこに、
税効果会計の必要性があるのである。
制度導入において日本では、1975 年に企業会計審議会より公表された「連結財務諸表の制
度化に関する意見書」により、税効果会計の連結財務諸表への任意適用が認められ、この意
見書を受けて、翌年、大蔵省令第 28 号「連結財務諸表の用語・様式および作成方法に関す
る規則」によって、任意適用を制度として認めることとなった。同審議会が 1975 年 6 月に
公表した「連結財務諸表の制度化に関する意見書」では、連結財務諸表の作成における税効
果会計の有用性に触れてはいるが、その適用も任意とされていた。同審議会は、1997 年 6
月に「連結財務諸表制度の見直しに関する意見書」（以下「連結意見書」という。）を公表し、
連結情報を中心とするディスクロージャー制度への転換を図ることが必要である旨提言する
とともに、連結財務諸表が企業集団に関するより適正な投資情報を投資者に提供するものと
なるよう、連結財務諸表原則を全面的に改訂し、その一環として、連結財務諸表の作成上、
税効果会計は本来連結財務諸表のみでなく個別財務諸表においても適用されるべきであり、
個別財務諸表における税効果会計の適用について、商法との調整を進めることが必要である
旨提言した。そして、1998 年 6 月に大蔵省と法務省により出された「商法と企業会計の調
整に関する研究報告書」によって、繰延税金資産の計上が商法上の問題を引き起こさないこ
とが確認されたことを受け、同年 10 月に「税効果会計に係る会計基準の設定に関する意見
書」が公表され、すべての財務諸表に適用されることとなった。
[一ノ宮士郎（日本政策投資銀行設備投資研究所）, 2005]pp.5-7 によると、税効果会計の
本格適用後、デフレ経済の中、リストラの本格化、不良資産の処理等により企業会計と課税
所得計算上の乖離が進んだことによって、繰延税金資産の平均値は増加傾向にあり、1999
年度に比べ 2002 年度には 1.7 倍の約 102 億円となっている。一方、繰延税金負債は、おお
むね平均 15 億円程度で推移している。また、銀行業で問題視されている繰延税金資産の自
己資本に対する比率9も増加傾向にあり、1999 年度は 6.69％であったのに対し、2002 年度
9 金融庁は「銀行法第十四条の二の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本
の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成十八年金融庁告示第十九号）7
項」において、以下のように記している。
「金融庁長官が別に定める銀行について、繰延税金資産の純額（繰延税金資産から繰延税金負
債を控除したものをいう。第十条、第二十八条及び第三十三条において同じ。）に相当する額が第
一項に規定する基本的項目の額の二十パーセントに相当する額を上回る場合は、当該上回る額を
同項に規定する基本的項目の額から控除した額を当該銀行の基本的項目の額とする。」
以上のように銀行業等においてはその特性により、繰延税金資産の計上額が他業種よりも多額
となる可能性が高く、預金者保護等の観点から、繰延税金資産の資産としての脆弱性に着目し、
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は 12.18％と 1.8 倍にもなっている。
また、「東証一部上場企業（金融・保険を除く）の 2002 年度の比率の平均値は、12.18％
であったが、平均値は銀行業よりも低いものの、個別企業でみると銀行以上に多くの企業が
繰延税金資産に影響されていることが分かる。また、上位にランクされた企業の多くが建設・
流通・商社という不振業種に集中している。」10と述べられている。11
第 4 節 税効果会計の問題点
第 1 項 法人税（法人所得税）の性格
法人税の性格を考察していくにあたり、まず「租税とは何か、法人税とは何か」を確認し、
法人税は利益処分項目なのか費用なのかを考察していく。
[金子宏, 2010]によれば租税の意義とは、「国家が、特別の給付に対する反対給付としてで
はなく、公共サービスを提供するための資金を調達する目的で、法律の定めに基づいて私人
に課する金銭給付である」としている。つまり、租税は国家が公共サービスを国民に提供す
るための資金調達である。租税がなぜ課されるのかについては、法人税の性格の問題と同様
に利益説（租税を持って市民が国家から受ける利益の対価と見る考え方）と義務説（国家は
その任務を達成するために当然に課税権を持ち、国民は当然に納税の義務を負うという考え
方）がある。日本国憲法 30 条では「国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負
う」と規定されている。
① 公共サービスの提供に必要な資金を調達することを目的としている
② 一方的・権力的課徴金の性質を持つ
③ 特別の給付に対する反対給付の性質を持たない
④ 国民にその能力に応じて一般的に課される
続いて法人税とは、法人税法に則り法人の所得に対して課される国税である。法人税法は
公法であり、強制法規である。
[中村利雄、岡田至康, 2009]pp.1-4 によれば、法人税の特色は以下の 7 つある。
① 法人税は法人の所得に対し課税される税金である
② 法人税の税率は原則として比例税率である
その計上の上限を定めているのである。
10 [一ノ宮士郎（日本政策投資銀行設備投資研究所）, 2005]p.10
11 [一ノ宮士郎（日本政策投資銀行設備投資研究所）, 2005]p.10 の企業一覧については添付資料
として付す。
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③ 法人の所得は事業年度ごとに計算される
④ 法人税額の計算には個人的事情の加味はしない
⑤ 法人税の所得の計算は単純化されている
⑥ 法人税の所得の計算は企業会計に依存する
⑦ 法人税は景気の影響を受けやすい
税効果会計はその基準に示されているように、税引前当期純利益と法人税等とを合理的に
期間対応させることを目的としている。つまりは法人税等を他の費用と同様に期間配分する
ことを求めており、明示されてはいないが、「法人税等は費用である」という前提が置かれて
いる。
法人税等の性格は一般に「利益処分説」と「費用説」の二つの考え方が挙げられる。従来
は法人税は利益処分項目として取り扱われてきたが、昭和 37 年 4 月 20 日の商法改正および
それに続く「株式会社の貸借対照表および損益計算書に関する規則」（昭和 38 年 3 月 30 日
法務省令第 31 号）の施行を契機として法人税は貸借対照表上流動負債の部に計上されるこ
ととなり、損益計算書上では費用として記載されることとなった。利益処分説は、法人税は
企業が生み出した利益に掛かるものであるため、利益から控除（処分）されるという観点か
ら論拠づけられている考え方である。一方費用説は、課される企業側からみて、課税所得を
計上する以上、支払わなければならないものであるということを論拠とされている場合が多
い。しかし、課税所得が発生しない場合が存在する以上、この論拠では不十分である。この
問題は我が国だけではなく諸外国でも問題となっている。アメリカでも費用説が通説となっ
ているが、[飯岡透, 1972]によれば費用説の論拠は①法人税は所有主の持分の減少させる費用
である、②法人税は政府により提供された用役に対する費用である、③法人税は企業活動を
営む特権に対する一種の免許税である、と複数存在している。
私の考えは、③の考えに酷似している。法人とは、我が国の法律に則り存在しているもの
である。つまり、法人として事業を行うことに必要な法人格は国により与えられているもの
であり、法人税はその対価として当然に支払われるべきもの、すなわち社会コストたる費用
である。ここで再度問題視されるのは課税所得が発生しない場合であるが、上記にて示した
が、[金子宏, 2010]によれば租税は担税力に応じて課されるものである。また、租税法律主義
において、課税所得が発生していない場合は法人税の発生はあり得ないのである。利益処分
説は、法人税等が利益に課されることを論拠としているが、利益は単なる課税標準に過ぎず、
利益を処分することを目的としていないため、採用するには問題がある。以上を踏まえ、当
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論文においては、法人税等を費用と解することとする。
第 2 項 繰延税金資産および繰延税金負債の回収可能性および支払可能性
繰延税金資産および繰延税金負債は一時差異によって生じる貸借対照表項目である。詳し
い算出方法については後述するが、将来の見積もりによるものとなるため、その回収可能性
（資産性）と支払可能性（負債性）については問題視されている。特に日本においては繰延
税金資産の計上が多いため、その回収可能性について疑問の声が上がっている。回収可能性
の判断については次章で考察する。ここでは、現行ではどのようにその回収可能性と支払可
能性が認められているかの論拠を確認していきたい。
会計基準委員会が公表している「討議資料 財務会計の概念フレームワーク」において、資
産は過去の取引または事象の結果として、報告主体が支配している経済的資源と定義されて
いる。ここでいう支配とは、所有権の有無にかかわらず、報告主体が経済的資源を利用し、
そこから生み出される便益を享受できる状態をいう。経済的資源とは、キャッシュの獲得に
貢献する便益の源泉をいい、実物財に限らず、金融資産およびそれらの同等物を含む。経済
資源は市場での処分可能性を有する場合もあれば、そうでない場合もある。一般に、繰延費
用と呼ばれてきたものでも、将来の便益が得られると期待できるのであれば、それは、資産
の定義には必ずしも反していない。その資産計上がもし否定されるとしたら、資産の定義に
よるのではなく、認識・測定の要件または制約による。基準によると繰延税金資産は、将来
の法人税等の支払額を減額する効果を有し、一般的には法人税等の前払額に相当するため、
資産としての性格を有するものと考えられている。
一方、負債は当該概念フレームワークにおいて、過去の取引または事象の結果として、報
告主体が支配している経済的資源を放棄もしくは引き渡す義務、またはその同等物をいうと
定義されている。ここでいう義務の同等物には、法律上の義務に準じるものが含まれる。基
準によると繰延税金負債は、将来の法人税等の支払額を増額する効果を有し、法人税等の未
払額に相当するため、負債としての性格を有するものと考えられている。
FASB では、繰延税金資産および繰延税金負債の資産性および負債性を SFAC（Statement
of Financial Accounting Concepts：財務会計所概念に関するステートメント）6 号に紐付け
て定義している。以下は SFAS 第 109 号をもとに対応する部分を抜き出したものである。
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●繰延税金資産
SFAC 第 6 号における資産の定義 繰延税金資産
単独でまたは他の資産と組み合わせて、直
接的にまたは間接的に、将来の正味 CIF に
貢献する能力を伴う予想される将来の便益
を表す
・既に発生した課税所得と相殺するために繰り
戻すことができる減算項目は、直接的に将来正
味 CIF に貢献するため、蓋然性が高い将来の
便益を表している
・可能性がより高いという基準に基づくその他
の減算項目ならびに繰越欠損金または繰越税
額控除は、将来の課税所得を減少させるために
利用できる場合もあるので、間接的に将来正味
CIF に貢献する
特定の事業体が、当該便益を取得し、かつ、
他社のそれに対する接触を統制し得る
当該便益が発生する限りにおいて、当該企業は
便益が実現するに応じてそれらを享受する排
他的な権利を有し、当該便益への接近を支配す
ることができる
その便益に対する当該事業体の権利または
その支配を生じさせる取引またはその他の
事象がすでに発生している
FASB は、将来年度における課税所得の発生
は、当期末に認識可能な税務上の便益の存在を
確認する事象であり、かつ、SAFS 第 96 号で
規定したような、税務上の便益を認識する前に
生起していなければならない必要不可欠な事
象というわけではない
●繰延税金負債
SFAC 第 6 号における負債の定義 繰延税金負債
特定の事象発生または相手の請求によって
特定の期日または確定可能な期日に、蓋然
性の高い将来の資産の譲渡または使用によ
る弁済を伴う他の経済主体に対する現在の
債務を表すものであること
税法の規定から生じる将来加算一時差異の税
効果の繰り延べに起因する政府に対する債務
当該債務は、将来の犠牲を免れる余地をほ 最終的には一時差異は課税される
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とんど残さずに、当該経済主体を拘束する
ものであること
一時差異を新規発生させる過去の取引または
事象の結果生じる
当該経済主体を拘束する取引または事象は
すでに生起したものであること
すでに生起している
上記のようにして、繰延税金資産および繰延税金負債の資産性および負債性を有すると判
断されているのである。アメリカにおいても日本においてもその内容の文言は違えど、その
論拠とは差異はないようである。
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第 2 章 繰延法および資産負債法
税効果会計の処理プロセスは、企業会計と課税所得計算との期間帰属の認識の乖離によっ
て生ずる差異を把握することに始まる。当該差異の内容としては、法人税等の前払いに相当
するとされる「将来期間に支払うべき税額を当期において支払ったもの」、法人税等の未払い
相当するとされる「当期に支払うべき税額を将来期間に支払うもの」である。これらの差異
を把握する方法として、一般に繰延法と資産負債法が挙げられる。繰延法は収益費用アプロ
ーチに基づいて差異が把握され、現行の資産負債法では、資産負債アプローチに基づき差異
が把握される方法である。本章では、繰延法により生じる永久差異と期間差異を確認した後
に、その算出方法について確認し、資産負債法により生じる永久差異と一時差異（将来減算
一時差異および将来加算一時差異）を確認した後に、その算出方法と、現行採られている理
由について考察し、表示方法についても確認していく。
第 1 節 繰延法
税効果会計基準が適用される以前の税効果会計に係る実務では、記述の通り、主に繰延法
が適用されていた。繰延法とは、会計上の収益または費用の額と課税所得計算上の益金また
は損金の額に相違がある場合、その相違項目のうち、損益の期間帰属に相違に基づく差異（期
間差異）について、発生した年度の当該差異に対する税金軽減額または税金負担額を差異が
解消する年度まで貸借対照表上、繰延税金資産または繰延税金負債として計上する方法であ
る。したがって、税効果会計に適用される税率は期間差異が発生した年度の課税所得に適用
された税率である。12
このように収益費用アプローチに基づいて差異を把握される繰延法によると差異は「永久
差異」と「期間差異」に分けることができる。
第 1 項 永久差異および期間差異
永久差異とは、[齊藤真哉, 1999]p.30 によると、「ある会計期間において生じた財務会計上
の税引前利益と納税申告書上の課税所得との差額のうち、税法上の規定により他の期間にお
いて相応する差額あるいは戻りによって、相殺されることがないものである。つまり、財務
12 [公認会計士協会 会計制度委員会, 1998] [公認会計士協会 会計制度委員会, 1998] 第 10 号 Ⅱ
結論の背景、税効果会計の方法
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諸表上の税引前利益の計算構成要素と納税申告書上の課税所得の計算構成要素の間の差異が、
永久に残る性格のものである。」その内容は、以下のように二つに分類できる。
（a）企業会計上は収益ないし費用として認識されるが、課税所得計算上は益金ないし損金
として認識されない項目
（b）課税所得計算上は益金ないし損金として認識されるが、企業会計上は収益ないし費用
として認識されない項目
支払われる税金への影響の観点から分類するならば、永久に税額を減少させる差異として
益金不算入収益と損金算入非費用、永久に税額を増加させる差異として益金算入非収益と損
金算入費用に分けることができる。
永久差異は次項の期間差異と比較するとよくわかるが、永久差異が生じたからといって法
人税等への影響はない。したがって、税効果の対象から外れることとなる。
期間差異とは、[齊藤真哉, 1999]pp.31-33 によると、「財務諸表上の税引前利益と納税申告
書上の課税所得との差額のうち、税法上の規定により他の期間において相応する差異あるい
は戻りによって、相殺されるものである。」つまり、企業会計上の収益および費用と課税所得
計算上の益金および損金の認識のタイミングのずれによる差異である。APB Opinion 第 11
号では、「取引が課税所得に影響を及ぼす期間とそれが税引前利益の決定に含められる期間と
の差異」と定義している。その内容は、以下のように四つに分類できる。
（a）収益が、税引前利益計算に算入される期間よりも後の期間に課税所得計算に算入さ
れる場合
（b）費用が、税引前利益計算に算入される期間よりも前の期間に課税所得計算に算入さ
れる場合
（c）収益が、税引前利益計算に算入される期間よりも前の期間に課税所得計算に算入され
る場合
（d）費用が、税引前利益計算に算入される期間よりも後の期間に課税所得計算に算入さ
れる場合
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益金
（a）益金算入 （c）益金不算入
収益
損金
（d）損金不算入 （b）損金算入
費用・損失
（a）および（b）は差異が生じた期間に企業会計上の利益が課税所得よりも大きくなるた
め、税金の支払いの見越しという影響が生じる。（c）および（d）は逆に、企業会計上の利
益が課税所得よりも小さくなるため、税金の前払いという影響が生じる。つまり、期間差異
が生じることにより法人税等へ影響を与える。したがって、税効果の対象となるのである。
第 2 項 算出方法
記述の通り、その算出方法は、企業会計上の収益および費用と課税所得計算上の益金およ
び損金の期間的な相違により生じる差異を認識し、差異が発生した期から当該差異が解消す
る（税効果が消える）期まで、貸借対照表上に繰延税金資産および繰延税金負債を計上する
方法である。計上する際に用いられる税率は発生した期の税率である。
第 2 節 資産負債法
資産負債アプローチに基づく資産負債法は現行、日本だけでなく IFRS 等でも採用されて
いる。収益費用アプローチにより収益や費用、益金や損金に着目する繰延法とは違い、資産
負債法は企業会計上の資産または負債の額と課税所得計算上の資産または負債の額に相違が
ある場合において、企業会計上の資産または負債が回収または決済されるなどにより当該差
異が解消されるときに、税金を減額または増額させる効果を有する場合、当該差異（一時差
異）の発生年度にそれに対する繰延税金資産または繰延税金負債を貸借対照表に計上する方
法である。したがって、一時差異が解消される将来年度に適用される税率を用いることとな
る。
資産負債法によっても永久差異が、もちろん生じる。しかし、繰延法における期間差異と
は少し異なる一時差異が生じる。
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第 1 項 永久差異および一時差異（将来減算一時差異および将来加算一時差異）
資産負債法においても永久差異が生じる。[齊藤真哉, 1999]p.34 によると資産負債法にお
ける永久差異とは、「貸借対照表上のある資産または負債の評価額と、納税申告書上の資産ま
たは負債の評価額との差異のうち、将来の評価額において課税所得の計算に算入されること
のない差異、すなわち将来の期間において課税所得の金額を変化させない差異」と説明され
ている。第 10 号 14 項においては、「税引前当期純利益の計算において、費用または収益と
して計上しているが、課税所得の計算上は、永久に損金または益金に算入されない項目」で
あり、「将来、課税所得の計算上で加算または減算させる効果をもたないため、一時差異等に
は該当せず、税効果会計の対象とはならない」とされている。
一方、一時差異とは、「貸借対照表上のある資産または負債の評価額と、納税申告書上の資
産または負債の評価額との差異のうち、将来の期間において課税所得の計算に、収益（益金）
または費用（損金）あるいはそれらのマイナスとして含められる場合の差異である。すまわ
ち、将来の期間において課税所得の金額を変化させる差異」と説明されている。第 10 号 4
項においては、「貸借対照表に計上されている資産および負債の金額と課税所得計算上の資産
および負債の金額との差額」とされている。
一時差異と期間差異の範囲はほぼ一致するが、有価証券等の資産または負債の評価替えに
より直接純資産の部に計上された評価差額は一時差異ではあるが期間差異ではない。なお、
期間差異に該当する項目は、すべて一時差異に含まれる。13この一時差異は、将来の課税所
得への影響を鑑みて以下のように、将来減算一時差異と将来加算一時差異に分けることがで
きる。
企業会計上と課税所得計算上の
資産および負債の金額の差異
永久差異 一時差異
13 [小林秀行, 2007]pp.104-105
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将来減算一時差異 将来加算一時差異
基準 3 項によると、将来減算一時差異とは「当該一時差異が解消するときにその期の課税
所得を減額する効果を持つもの」、つまり、法人税等の前払いに相当するものであるとされ、
将来加算一時差異とは「当該差異が解消するときにその期の課税所得を増額する効果を持つ
もの」、つまり、法人税等の後払いに相当するものとされている。
また、基準 4 項において、「将来の課税所得と相殺可能な繰越欠損金については、一時差
異と同様に扱うものとする」とされている。第 10 号 12 項では、「税務上の繰越欠損金は、
その発生年度の翌期以降で繰越期限切れとなるまでの期間（以下「繰越期間」という。）に課
税所得が生じた場合には、課税所得を減額することができる。その結果、課税所得が生じた
年度の法人税等として納付するべき額は、税務上の繰越欠損金が存在しない場合に比べて軽
減されるため、一時差異に準ずる」と、一時差異と同様に扱うことを説明している。
第 2 項 算出方法
その算出方法は記述の通り、企業会計上の資産または負債の額と課税所得計算上の資産ま
たは負債の額を認識し、企業会計上の資産または負債が回収または決済されるなどにより当
該差異が解消されるときに、一時差異の発生年度にそれに対する繰延税金資産または繰延税
金負債を貸借対照表に計上する方法である。したがって、用いられる税率は、一時差異が解
消される将来年度に適用される税率である。
第 3 項 資産負債法採用根拠
税効果会計基準は、資産負債法を採用している。資産負債法は、国際的にも採られており、
税率変更等に応じて繰延税金資産または繰延税金負債が回収額または支払額をより適切に示
す方法であるためである。したがって、法人税等については税率の変更があった場合には、
将来の支払税金を減額する効果がなければ、繰延税金資産に資産性が認められないため、過
年度に計上された繰延税金資産については、将来の支払税金を減額する効果があるかどうか、
将来の回収の見込みについて毎期見直しを行うのである。
ここで、[齊藤真哉, 1999]pp.37-39 の設例を基にし、条件や解説を加筆した設例にて簡単
に繰延法および資産負債法を確認する。
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-設例Ⅰ-
(1) 年度 t1 に前期より保有している商品（原価 800）を、当期代金 1,200 で 2 回の年賦払
の割賦販売を行った。賦払金は、年度 t1 と年度 t2 にそれぞれ均等額ずつ回収される。
(2) 売上収益の認識基準
企業会計…販売基準 課税所得計算…回収基準（対照勘定法）
(3) 税率
年度 t1…20％ 年度 t2…30％
・企業会計上
期中仕訳： 現 金 600 売 上 1,200
割賦売掛金 600
期末仕訳： 売 上 原 価 400 商 品 400
売上高 1,200－売上原価 800＝税引前利益 400
企業会計：資産…現金 600、割賦売掛金 600、負債…なし
・課税所得計算上
期中仕訳： 現 金 600 売 上 600
期末仕訳： 売 上 原 価 400 商 品 400
売上高 600－売上原価 400＝課税所得 200
課税所得計算：資産…現金 600、商品 400、負債…なし
＜繰延法＞
・年度 t1
企業会計上と課税所得計算上の収益（売上高）の差異は 600（1,200－600）である。費用
（売上原価）の差異は 400（800－400）である。これらの差異は、翌期の年度 t2 に解消す
る。収益と費用の期間差異を相殺し純額で表すと、年度 t1 における差異は 200（600－400）
と示すことができる。また、年度 t1 においては、課税所得よりも企業会計上の税引前利益の
方が大きくなるため、企業会計上、年度 t2 における法人税等の未払いが生じる。繰延税金負
債は年度 t1 の税率を乗じ、40（200×20％）となる。
法 人 税 等 40 未 払 法 人 税 等 40
法人税等調整額 40 繰 延 税 金 負 債 40
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・年度 t2
割賦売掛金の残りを受け取ることによって、法人税等が 60（200×30％）課される年度 t1
で計上した繰延税金負債 40 を取り崩す。年度 t1 においては税率が 20％であり、それにより
繰延税金負債を計上していたが、年度 t2 の税率は 30％のため、法人税等と繰延税金資産の
額に 20 の相違が生じる。
法 人 税 等 60 未 払 法 人 税 等 60
繰 延 税 金 負 債 40 法人税等調整額 40
＜資産負債法＞
・年度 t1
企業会計上と課税所得計算上の資産（現金・割賦売掛金・商品）の差異は 200（現金：600
－600、割賦売掛金 600－0、商品 0－400）である。負債は当設例にはないため差異は生じ
ない。これらの差異は、翌期の年度 t2 に解消する。年度 t1 においては、記述の通り、法人
税の未払いが生じる。繰延税金負債は、年度 t2 の税率を乗じ、60（200×30％）となる。
法 人 税 等 60 未 払 法 人 税 等 60
法人税等調整額 60 繰 延 税 金 負 債 60
・年度 t2
割賦売掛金の残りを受け取ることによって、当該一時差異は解消される。年度 t2 に課税さ
れる法人税等 60 を支払い、年度 t1 で計上した繰延税金負債 60 を取り崩す。もとより、解
消年度の将来年度、今回の場合は年度 t2 における税率を用いて繰延税金負債を計上していた
ため、繰延法のように法人税等と繰延税金負債の額に相違は生じない。
法 人 税 等 60 未 払 法 人 税 等 60
繰 延 税 金 負 債 60 法人税等調整額 60
このように、繰延法と資産負債法では結果が異なる。資産負債アプローチが謳われる現在
は、より資産および負債の計上額が実態に即している方法が好まれる。したがって、差異の
解消年度における税率を用いて繰延税金資産および繰延税金負債が計上されることが望まし
く、上記設例Ⅰのように税率の変更がある場合に明らかになるように、繰延法よりも資産負
債法の方が実態に即している方法といえるだろう。
ここで問題となるのは、将来における税率を知りえるかどうかであるが、第 10 号 18 項に
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よると、「改正税法が当該決算日までに公布されており、将来の適用税率が確定している場合
は改正後の税率を適用する」とされている。しかし、当該決算日までに税率の変更が不明な
場合は、当該決算日現在の税法規定に基づく税率を用いる。
第 3 節 表示
第 1 項 税引後法
SFAS 第 109 号 214 項によると、税引後法とは、資産および負債に対する課税可能性およ
び控除可能性の影響を、これらの資産および負債の報告額の減額として会計処理する方法で
ある。また、同号 217 項および 218 項によると、課税可能性および控除可能性の影響につい
て、資産および負債を減額させるため、評価勘定が使用される。上記の設例Ⅰの年度 t1 の資
産負債法の結果を用いると以下のように表示される。
貸借対照表（借方）
現金 600
割賦売掛金 600
繰延税金資産 △60
計 1,140
このように税引後法を用いることができたとしても、複数の項目にこのような表示が適用
されると企業全体としての課税状況を理解しにくくし、個々に評価勘定を用いて減額したと
しても、これらの税効果は財務諸表の開示上、合算されざるを得ないという結果となる可能
性が高い。また、当然ながら、個々の資産および負債に係る差異の把握方法を個々の資産お
よび負債に帰属させることには問題が生じる。したがって、税引後法は採られないこととな
ったのである。
第 2 項 流動固定区分
日本の基準は、繰延税金資産および繰延税金負債を流動資産の部および流動負債の部と固
定資産の部および固定負債の部に、各々の関連した資産および負債の分類に基づいて区分し
て表示し、特定の資産および負債に基づかない繰越欠損金等により生じる繰延税金資産およ
び繰延税金負債の場合には、一年基準を用いて区分するように要請している。また、流動資
産の部における繰延税金資産と流動負債の部における繰延税金負債を相殺し、固定資産の部
における繰延税金資産と固定負債における繰延税金負債を相殺して表示するものと記されて
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いる。繰延税金資産および繰延税金負債の内訳については、貸借対照表の注記において発生
原因別に開示される。流動固定区分は、他の資産および負債の区分と整合性の観点から選択
されている。FASB においては、固定（非流動）にのみ表示される場合は流動比率が不適切
になるため、流動固定区分を行うとしている。
IAS 第 12 号においては、繰延税金資産および繰延税金負債を流動資産および流動負債と
して分類すべきではないとしていたが、流動固定区分表示が要請されていることから、今後
改訂がなされる可能性が高いとの見解もある。
30
第 3 章 回収可能性の判断
第 10 号 21 項によると、回収可能性の判断要件として、「収益力に基づく課税所得の十分
性」、「タックスプランニングの存在」、「将来加算一時差異の十分性」の 3 点が挙げられてい
る。本章では、3 点それぞれの内容を確認し、特に比重の高いとされている「収益力に基づ
く課税所得の十分性」について、同号設例 5 を用いて確認していき、第 66 号の必要性につ
いて考察する。また、第 66 号で記されているこの 3 点の具体的適用手順を確認していく。
第 1 節 収益力に基づく課税所得の十分性
第 10 号（回収可能性の判断要件）21 項
（1）収益力に基づく課税所得の十分性
①将来減算一時差異に係る税効果の認識
将来減算一時差異の解消年度およびその解消年度を基準として税務上認められる欠損
金の繰戻しおよび繰越しが可能な期間（以下、「繰戻・繰越期間」という。）に、課税所
得が発生する可能性が高いと見込まれること
②税務上の繰越欠損金に係る税効果の認識
税務上の繰越欠損金の繰越期間に、課税所得が発生する可能性が高いことが見込まれ
ること
上記の①の解消年度および繰戻・繰越期間に、または上記②の繰越期間に、課税所得が発
生する可能性が高いかどうかを判断するためには、過年度の納税状況および将来の業績予測
等を総合的に勘案し、課税所得の額を合理的に見積もる必要がある。
第 10 号 40 項において、一般に当期における課税所得が将来加算一時差異控除後の将来減
算一時差異額に比べて相当に多額であり、将来の課税所得の発生に重大な不確実性が存在し
ない限り、十分な課税所得が期待できると考えられる。これに対して、会社が過年度から当
年度までの数年間にわたり、税務上の欠損金を計上している状況下では、一般的に将来の課
税所得額を合理的に見積もることは困難であろう。
したがって、過去の税務上の欠損金の繰越期限切れとなった事実があった場合、繰越期限
切れとなることが合理的に予想される場合のほか、税務上の欠損金を計上している場合にお
いて、繰延税金資産を計上するときは、将来減算一時差異の解消年度および繰戻・繰越期間
または税務上の繰越欠損金の繰越期間における課税所得の発生する可能性を合理的な証拠に
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よって裏付けなければならないことに留意すべきである。つまり、そのような合理的な証拠
の乏しい場合は、繰延税金資産を計上することはできない。
以下は、第 10 号、Ⅲ設例による解説、設例 5 繰延税金資産の回収可能性の判断を基に第
10 号における回収可能性の判断方法を考察する。
-設例Ⅱ-
1. A 社は、X4 年に工場の 1 つを閉鎖し、これに伴い特別損失が 1,000 発生した。また、
税務上も同額の損金算入が認められた。A 社は、当該特別損失を除けば、安定的に利益を
計上している会社であり、過去 2 期間はそれぞれ 150 の税引前利益が計上されている。
このように、A 社は、重要な税務上の繰越欠損金が非経常的な特別の原因により発生し
ているが、それを除けば、課税所得を毎期計上している会社に該当するものと判断できる。
また、A 社は今後 5 年間（A 社の合理的な見積可能期間）にわたって毎期 150 の税引前
利益が計上されることが見込まれている。以上を要約すると、以下のとおりである。なお、
税率は 40％として、申告調整項目はないものとする。また、税務上の欠損金の繰戻期間
はないものとする。
実績
X2 年 X3 年 X4 年
税引前利益（△損失） 150 150 △850
法人税等 60 60 300
税引後利益 90 90 △550
計画
X5 年 X6 年 X7 年 X8 年 X9 年
税引前利益（△損失） 150 150 150 150 150
法人税等 0 0 0 0 0
税引後利益 150 150 150 150 150
A 社は、第 10 号 40 項における、X4 年度において重要な税務上の繰越欠損金が生じてい
るが、「非経常的な特別の原因」により生じているため、「数年間にわたり、税務上の欠損金
を計上している状況下」には該当せず、「十分な課税所得が期待できると考えられる」企業に
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該当することが想定されている。そのため、繰延税金資産は以下のように計上される。
繰 延 税 金 資 産 300* 法人税等調整額 300
*将来の課税所得（150×5）×税率 40％＝回収可能額 300
しかし、第 10 号においては、「十分な課税所得」について、どの程度であるか（例えば、
繰延税金資産の 200％など）は示されていない。また、「経常」と「非経常」の区別や、「数
年間にわたり」といった幅の利いている表現が目立ち、実際にこの第 10 号が公表され、実
務上判断が困難となり、日本公認会計士協会への質問が多く寄せられたことは、第 66 号で
述べられているところである。
続いて、同設例より、「重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社」についてみていくこと
とする。
2. B 社は X2 年に税務上の繰越欠損金が 400 発生した。この結果、B 社は、重要な税務上
の繰越欠損金が存在する会社と判断することができる。なお、税率 40％として、申告調
整項目はないものとする。また、税務上の欠損金の繰戻期間はないものとする。
B 社の翌期の課税所得の見積額は、100 と見込まれる。
問題文に記されているが、税務上の繰越欠損金が存在する。繰越欠損金とは、過年度の申
告において課税所得が欠損であった場合において、その欠損金を翌年度以降に繰り越し、そ
の後の年度で発生した課税所得から控除するものである。14 今現在日本では 7 年の繰越期間
が税務上認められている。当設例では以下のように仕訳が切られている。
繰 延 税 金 資 産 40** 法人税等調整額 40
**将来の課税所得 100×税率 40％＝回収可能額 40
この設例は、税務上の繰越欠損金が「非経常的な特別の原因」により生じていたのかは記
されていないため、通常の繰越欠損金が生じたと解するのが一般であろう。しかし、「十分な
課税所得が期待できると考えられる」企業に該当しないことは明らかではあるが、「数年間に
わたり、税務上の欠損金を計上している状況下」には該当するかは、この問題からは読み取
ることはできない。また、税務上の欠損金を計上している状況下では、一般的に将来の課税
所得額を合理的に見積もることは困難であり、繰延税金資産を計上するときには、将来減算
一時差異の解消年度および繰戻・繰越期間または税務上の繰越欠損金の繰越期間における課
税所得の発生する可能性を合理的な証拠によって裏付けなければならないと述べているにも
14 [中村利雄、岡田至康, 2009]pp.38-40
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関わらず、その証拠を「翌期の課税所得の見積額は、100 と見込まれる」から読み解くには、
いささか疑問が生じる。
その証拠を認めたとしても、さらに疑問が残る。それは、どこからが「重要な税務上の繰
越欠損金」と解するかである。「重要な」という表現の解釈には、どうしても個人差が生じて
しまうのではないだろうか。
当然のことながら、将来課税所得が発生するかどうかは、特にその企業の将来の収益力に
依存する。そのため、収益力に基づく課税所得の十分性は重要な要素である。しかし、この
ように、「十分な課税所得が期待できると考えられる」企業か「数年間にわたり、税務上の欠
損金を計上している状況下」にある企業かの二者択一の状況では、あまりにも判断について
大まかで、先述のように、多くの質問が寄せられることとなるのである。そのため、第 66
号においてより具体的に判断に係る手順等を示すこととなったのである。
第 10 号による実務からの質問に対して第 66 号が公表されることになるが、第 66 号の内
容については、次章にて詳解する。
第 2 節 タックスプランニングの十分性
第 10 号（回収可能性の判断要件）21 項
（2）タックスプランニングの存在
将来減算一時差異の解消年度および繰戻・繰越期間または繰越期間に含み益のある固定資
産または有価証券を売却する等、課税所得を発生させるようなタックスプランニングが存在
すること
[柳下正和, 2001]pp.133-135 によると、租税を通じてどのような意思決定が行われるかを
考えるのがタックスプランニングであり、「租税計画」や「租税節減計画」という日本語訳が
なされていることが多い。税効果会計においては、「課税所得を発生させるような租税計画」
がタックスプランニングであるといえよう。
その内容としては、「例えば、その会社が含み益のある固定資産や有価証券等の資産を保有
しており、この含み益のある資産を売却すれば、それによって課税所得を発生させることが
できる。なお、単に含み益のある資産を保有しているというだけで将来の課税所得発生が見
込まれるわけではない。保有する固定資産や有価証券等を売却すること等によって含み益を
実現させるタックスプランニングが存在しなければ、売却益等の計上による将来の課税所得
の発生を見込めない。また、タックスプランニングが存在するとしても、それを実現できる
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ことが重要である。」15
タックスプランニングの実現可能性については、次章において、第 66 号および監査委員
会報告第 70 号その他有価証券の評価差額金および固定資産の減損損失に係る税効果会計の
適用における監査上の取り扱い（以下「第 70 号」という。）も用いて詳解する。
第 3 節 将来加算一時差異の十分性
第 10 号（回収可能性の判断要件）21 項
（3）将来加算一時差異の十分性
①将来加算一時差異に係る税効果の認識
将来加算一時差異の解消年度および繰戻・繰越期間に将来加算一時差異の解消が見込
まれること
②税務上の繰越欠損金に係る税効果の認識
繰越期間に税務上の繰越欠損金と相殺される将来加算一時差異の解消が見込まれる
こと
将来の課税所得の見積りに関して、本項で述べる課税所得とは、当期末に存在する将来加
算（減算）一時差異のうち、解消が見込まれる各年度の解消額を加算（減算）する前および
当期末に存在する税務上の繰越欠損金を控除する前の繰越期間の各年度の所得見積額であ
る
将来加算一時差異は将来のその解消によって、課税所得を増額させる効果を有する差異で
ある。そのため、繰延税金資産の回収可能性の判断に際し考慮することができるのである。
将来加算一時差異が十分にある場合、その範囲で将来の課税所得の発生が見込まれることに
なるのである。
我が国において将来加算一時差異は発生する場合が少ない。将来加算一時差異は、特別準
備金や圧縮積立金等により生じるが、それは、既述の通り、我が国の税制によるところであ
る。したがって、以上 3 つの要件の中で最も重要性が低いといえうる。
第 4 節 回収可能性の判断に係る手順
回収可能性を有すると判断するには、一時差異が発生する時期および解消する時期を明確
でなければならない。そこにスケジューリングの必要性がある。スケジューリングの可否は
15 [監査法人トーマツ, 2008]pp.84-85
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将来の一定事実の発生による課税所得計算上の損金または益金の算入要件を満たす見込み、
企業による将来の一定行為の実施についての意思決定や実施計画などの存在による課税所得
計算上の損金または益金の算入要件を満たす見込みがあるかどうかによって判断される。
当節では、回収可能性の判断に係る手順に加え、スケジューリング方法、スケジューリン
グが不能な場合の判断についても確認していく。
＜回収可能性の判断に係る手順＞16
（1）判断要件の具体的な適用手順
① 期末における将来減算一時差異の将来解消見込年度のスケジューリングを実施する
② 期末における将来加算一時差異の将来解消見込年度のスケジューリングを実施する
③ 将来減算一時差異の解消見込額と将来加算一時差異の解消見込額とを、解消見込年度ご
とに相殺する
④ ③で相殺し切れなかった将来減算一時差異の解消見込額については、その金額を繰戻・
繰越期間内の将来加算一時差異の解消見込額と相殺する
⑤ 以上の手順によっても残る将来減算一時差異の解消見込額については、その金額を将来
年度の課税所得の見積額（タックスプランニングによる課税所得の発生見込額を含む）
と、解消見込年度ごとに相殺する
⑥ ⑤で相殺し切れなかった将来減算一時差異の解消見込額については、その金額を解消
見込年度を基に、その繰戻・繰越期間内の課税所得の見積額と相殺する
⑦ 以上①から⑥の手順の結果、相殺し切れなかった将来減算一時差異に係る繰延税金資産
については、その回収可能性がないと判断され、繰延税金資産から控除されることとな
る
我が国においては、将来加算一時差異の金額が将来減算一時差異の金額を下回るケースが
多いことが見込まれるため、繰延税金資産の回収可能性を判断する上では、前述⑤および⑥
における課税所得の見積額の妥当性の判断が重要となる。なお、将来加算一時差異が重要で
ない会社の場合には、繰延税金の回収可能性を判断するに当たって、前述③から⑦の手順に
従った方法によるほか、各年度ごとに、将来加算一時差異の解消見込額と課税所得の見積額
を合計して、将来減算一時差異の各年度の解消見込額と比較し、判断することも、実務上は
妥当なものとして扱う。
16 [公認会計士協会 監査委員会, 1998] [公認会計士協会 監査委員会, 1998] 第 66号 3項 繰延税
金資産の回収可能性の判断に関する手順
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＜スケジューリングの必要性＞17 18
繰延税金資産の回収可能性を検討する上では、一時差異がどの期に解消するのかのスケジ
ューリングを行う必要がある。回収可能性を判断するに当たっては、課税所得の発生時期と
一時差異の解消時期とが明確でなければならない。明確でない場合、将来減算一時差異控除
前の課税所得に対し将来加算一時差異を充当することによって課税所得を減らし、税額を減
らすことができるかが判断できないからである。
スケジューリングが可能かどうかは、将来の一定事実の発生による課税所得計算上の損金
または益金算入要件成立の見込み、会社による将来の一定行為実施についての意思決定また
は実施計画等の存在による課税所得計算上の損金または益金算入要件成立の見込みがあるか
どうかによって判断される。スケジューリングが不能な一時差異は、期末において将来の損
金算入時期が明確でないため繰延税金資産として貸借対照表に資産計上できないという取り
扱いになる場合が多い。
スケジューリングが不能な一時差異のうち、将来減算一時差異については、原則として、
課税所得計算上の損金算入時期が明確となった時点で、その回収可能性の判断に基づき繰延
税金資産を計上できるものとする。ただし、期末において損金算入時期が明確でない将来減
算一時差異についても、例えば、貸倒引当金等のように、将来発生が見込まれる損失を合理
的に見積もったものであるが、その損失の発生時期を個別に特定し、スケジューリングする
ことが実務上困難な場合には、過去の損金算入実績に将来の合理的な予測を加味した方法に
より、合理的にスケジューリングが行われている限り、スケジューリングが不要な一時差異
とは取り扱わない。
また、将来解消見込年度のスケジューリングが不能な将来加算一時差異については、将来
減算一時差異の解消見込年度との対応ができないため、繰延税金資産の回収可能性の判断に
当たって、当該将来加算一時差異を将来減算一時差異と相殺できないことに留意する必要が
ある。
＜一時差異解消のスケジューリング方法＞
一時差異解消のスケジューリングについては、スケジューリング可能か不能かの判断、そ
17 [監査法人トーマツ, 2008]pp.95-97
18 [公認会計士協会 監査委員会, 1998] [公認会計士協会 監査委員会, 1998] 第 66号 4項 スケジ
ューリングが不能な一時差異に係る繰延税金資産の回収可能性に関する判断指針
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してスケジューリング可能な一時差異についてはどの期にどれだけ解消するのかが重要とな
る。以下ではまず、将来加算一時差異と将来減算一時差異のスケジューリング方法について
整理する。19
① 将来減算一時差異のスケジューリング方法
項 目 スケジューリング
未 払 事 業 税
翌期に事業税を納付することにより減算できる。納付年度（翌期）の
解消としてスケジューリング。
賞 与 引 当 金
翌期に賞与を支給することにより減算できる。支給年度（翌期）の解
消としてスケジューリング。
退 職 給 付 引 当 金
退職一時金や退職年金を支給することや、退職給付制度の移行・終了
による退職給付引当金の取り崩し等により減算できる。過去の損金算
入実績に将来の合理的な予測を加味した方法等により、スケジューリ
ングすることが考えられる。
役員退職慰労引当金
役員退職慰労金を支給することにより減算できる。これまでの役員の
在任期間の実績や内規等に基づいて役員の退任時期を合理的に見込
み、それに応じた支給年度の解消としてスケジューリング。退任時期
を合理的に見込めない場合にはスケジューリング不能。
貸 倒 引 当 金
相手先の状況に依存する場合が多く、スケジューリングできない場合
が多い。ただし、将来発生が見込まれる損失を合理的に見積もったも
のであるが、その損失の発生時期を個別に特定し、スケジューリング
することが実務上困難な場合は過去の損金算入実績に将来の合理的な
予測を加味した方法等により、合理的なスケジューリングが行われて
いる限り「スケジューリング不能な一時差異」とは扱わない。
有 価 証 券 評 価 損
有価証券の売却等により減算できる。売却等の計画がある場合には、
当該売却等の年度に一時差異が解消するものとしてスケジューリン
グ。売却等の計画がなければスケジューリング不能。
子 会 社 株 式 評 価 損
子会社株式の売却や子会社の清算等により減算できる。売却や会社清
算等の計画がある場合等に、売却・清算年度に一時差異が解消するも
19 [監査法人トーマツ, 2008]pp.95-97
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のとしてスケジューリング。売却・清算等の計画がなければスケジュ
ーリング不能。
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金
有価証券の売却等によって減算できる。売却等の合理的な計画等があ
る場合には、当該売却等の年度に一時差異の解消があるものとしてス
ケジューリング。売却等の合理的な計画等がなければスケジューリン
グ不能。
棚 卸 資 産 評 価 損
棚卸資産の売却・廃棄等により減算できる。売却・廃棄等の合理的な
計画等がある場合には、当該売却等の年度に一時差異が解消するもの
としてスケジューリング。過去の損金算入実績に将来の合理的な予測
を加味した方法等により、スケジューリングすることも考えられる。
減 価 償 却 費
固定資産の売却等により減算できる。また、会計上の償却期間が経過
してから税務上の償却期間に達するまでの間に償却超過額が徐々に解
消していくことにより減算できる。
固 定 資 産 減 損 損 失
固定資産の売却等に取り減算できる。売却等の合理的な計画等がある
場合には、当該売却等の年度に一時差異が解消するものとしてスケジ
ューリング。売却等の合理的な計画等がなければスケジューリング不
能。
② 将来加算一時差異のスケジューリング方法
項 目 スケジューリング
特 別 償 却 準 備 金
任意積立金として計上した後、84 ヶ月間で取り崩して、税務上益金に
算入する。当該益金算入時期によりスケジューリング。
圧 縮 積 立 金
対象資産について譲渡や除却等があった場合や減価償却費の計上に対
応して取り崩される。当該益金算入時期によりスケジューリング。
出所：監査法人トーマツ[2]、97 頁、将来加算一時差異のスケジューリング方法（図）
以上を踏まえ、スケジューリングがどのように行われていくかを、[監査法人トーマツ,
2008]pp.99-100 の設例を用いて確認する。
－設例Ⅲ－
〈前提条〉
以下の①から⑦の条件に従い、当期末の一時差異について、X1 期以降の解消についてス
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ケジューリングを行う。スケジューリング期間は X1 期から X5 期までの 5 年間とする。
① 当期末の未払事業税は当期の事業税のうち当期に中間納付した分を除くものであり、X1
期に納付する。
② 当期末の賞与引当金は X1 年 6 月の賞与支給に備えて、当期に発生したと認められる額
を引き当てたものである。
③ 退職給付引当金は退職年金制度に基づいて、当期末の退職給付債務および年金試算の見
込額に基づき必要額を計上したものであり、X1 期以降毎年 100 ずつ年金支給が見込ま
れる。
④ 役員については定年制を設けており、X2 期に定年を迎える役員に対する役員退職慰労引
当金が 200 ある。当該役員に対する役員退職慰労金は X2 期中に支給する予定である。
⑤ 債権の貸倒れによる損失に備えて貸倒引当金を設定しているが、税務上の損金算入時期
を合理的に見積もることが困難な状況である。
⑥ 有価証券評価損は甲社株式に対するものである 1,000 と乙社株式に対するもの 2,000 で
あるが、このうち甲社株式については X1 期において市場で売却することが取締役会で
決議されている。
⑦ 経済的耐用年数を考慮して税務上の耐用年数より短い耐用年数で償却している固定資産
について、X3 期で会計上の償却が完了し、税務上は X4 期・X5 期にそれぞれ 100 の減
算が見込まれる。
この場合の一時差異解消スケジューリング結果は下記の通りである。
① 未払事業税は納付年度の解消としてスケジューリングを行う項目である。そのため、X1
期の解消とする。
② 賞与引当金は支給年度の解消としてスケジューリングを行う項目である。そのため、X1
期の解消とする。
③ 退職給付引当金は支給年度の解消としてスケジューリングを行う項目である。そのため、
X1期よりスケジューリングが可能な期間である5期分についてスケジューリングを行い、
6 期以降はスケジューリングが不可能な期間として分類する。
④ 役員退職慰労引当金は支給年度の解消としてスケジューリングを行う項目である。その
ため、支給年度である X2 期の解消とする。
⑤ 貸倒引当金は 合理的に見積もることが困難な状況であるため、スケジューリングを行う
ことができない。したがって、不能の項目である。
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⑥ 有価証券評価損は、売却等の計画がある場合には売却年度に解消するとしてスケジュー
リングを行う項目である。そのため、甲社株式に対するものは売却年度にあたる X1 期に
解消とする。一方、乙社株式に対するものは売却年度が不明であるため、不能の項目で
ある。
⑦ 減価償却費は企業会計上の耐用年数に対し、課税所得計算上の耐用年数が長いため、企
業会計上は減価償却が終わっても、当該有形固定資産を保有している限りにおいて、課
税所得計算上は減価償却を行うことになる。したがって、企業会計上の減価償却が終わ
り、X4 期からは課税所得計算上の減価償却費が発生する。その減価償却が終わるまでは
各期において解消がなされることとなる。
当期末 X1 期 X2 期 X3 期 X4 期 X5 期 長期 不能
未 払 事 業 税 1,000 1,000
賞 与 引 当 金 2,000 2,000
退 職 給 付 引 当 金 4,000 100 100 100 100 100 3,500
役員退職慰労引当金 1,000 200 800
貸 倒 引 当 金 2,000 2,000
有 価 証 券 評 価 損 3,000 1,000 3,000
減 価 償 却 費 1,000 100 100 800
計 14,000 4,100 300 100 200 200 4,300 4,800
[一ノ宮士郎（日本政策投資銀行設備投資研究所）, 2005]p.7 によると、繰延税金資産の内
容としては、退職給付引当金、賞与引当金、繰越欠損金が大きなウェイトを占めており、時
系列的な傾向も変わりがないとのことである。
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第 4 章 回収可能性の検討
本章においては、以上を踏まえ、繰延税金資産の回収可能性について特に問題とされてい
る、「収益力に基づく課税所得の十分性」について重点を置き、第 66 号に記されている過去
の業績に基づく判断について考察していく。
第 1 節 課税所得の見積もりによる判断
第 1 項 過去の業績による判断20
将来の会社の収益力は予測であり、客観的に判断することは容易ではないため、過去の業
績等を主たる判断基準として見積額による回収可能性を判断するための指針が設けられてい
る。企業の過去の業績により以下の 5 つの区分に企業を分ける。
A) 期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎期計上している会社等
B) 業績は安定しているが、期末における将来減算一時差異を十分に上回るほどの課税所
得がない会社等
C) 業績は不安定であり、期末における将来減算一時差異を上回るほどの課税所得がない
会社等
D) 重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社等
E) 過去連続して重要な税務上の繰越欠損金を計上している会社等
当節は上記 5 つの区分について、5 つに区分すること、その判断指針の内容について考察
する。
「将来の課税所得発生の確実性に関する判断要素としては既述したとおり、収益力に基づ
く課税所得の十分性、タックスプランニングの存在、将来加算一時差異の十分性にあるが、
中でも収益性に基づく課税所得の十分性によるところが大きい。つまり、繰延税金資産の回
収可能性は、将来年度の会社の収益力に基づく課税所得の十分性によって判断することが多
いのである。しかし実務上、将来年度の会社の収益力は将来の予測であり、それを客観的に
判断することは容易ではない。したがって、過去の業績等の状況を主たる判断基準として、
将来年度の課税所得の見積額による繰延税金資産の回収可能性を判断するための指針が設け
られている。具体的には、会社の過去の業績・現況等から、会社を５つのタイプに分類し、
20 [公認会計士協会 監査委員会, 1998] [公認会計士協会 監査委員会, 1998] 第 66号 5項 将来年
度の課税所得の見積額による繰延税金資産の回収可能性の判断指針
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そのいずれに該当するかによって、繰延税金資産をどこまで計上できるかを決めている。」21
第 2 項 会社区分22 23
[A：期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎期計上している会社等]
期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎期（当期およびおおむね過
去 3 年以上）計上している会社等で、その経営環境に著しい変化がない場合には、通常、
当該会社が、将来においても一定水準の課税所得を発生させることが可能であると予測で
きる。したがって、そのような会社については、一般的に、繰延税金資産の全額について、
その回収可能性があると判断できる。なお、この場合には、既述の合理的な予測を加味し
た方法等によりスケジューリングが不能な将来減算一時差異として扱わないスケジュー
リングが不能な将来減算一時差異についても、将来のスケジューリングが可能となった時
点で課税所得が発生する蓋然性が高いため、当該将来減算一時差異があると判断できるも
のとする。
A ランクの企業は、期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎期計上し
ているため、毎期の課税所得の水準に比して将来減算一時差異の額が小さく、どの時期に一
時差異が解消したとしても特に問題なく課税所得の減額効果を有する状況にあるといえる。
したがって、将来減算一時差異のスケジューリングを行うまでもなく、原則として無条件で
繰延税金資産の計上が認められるとされている。
［B：業績は安定しているが、期末における将来減算一時差異を十分に上回るほどの課税所
得がない会社等］
過去の業績が安定している会社等の場合、すなわち、当期および過去（おおむね 3 年以
上）連続してある程度の経常的な利益を計上しているような会社の場合には、通常、将来
においても同水準の課税所得の発生が見込まれる。したがって、そのような会社について
は、一時差異のスケジューリングの結果に基づき、それに係る繰延税金資産の計上してい
る場合には、繰延税金資産は回収可能性があると判断できるものとする。
B ランクの企業は、業績が安定しているため、通常、将来においても同水準の課税所得の
21 [監査法人トーマツ, 2008]p.101
22 [監査委員会, 1998] 第 66 号 5 項 将来年度の課税所得の見積額による繰延税金資産の回収可
能性の判断指針
23 [監査法人トーマツ, 2008]pp.104-111
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発生が見込まれるが、繰延税金資産を無条件に計上するにはできない状況にあるといえる。
したがって、将来減算一時差異の将来の解消見込みのスケジューリングを行い、スケジュー
リングに基づいてその期間での解消が見込まれる将来減算一時差異については、原則として
繰延税金資産の計上が認められるとされている。B ランクの企業は将来の合理的な見積もり
可能期間について特に年数の制限が設けられておらず、解消が長期にわたる将来減算一時差
異については原則としてその全額について繰延税金資産の計上が認められている。
ここで、「将来の課税所得が十分に期待できる場合」と、「将来減算一時差異の解消額が複
数期の課税所得から減算される場合」の二つケースを[監査法人トーマツ, 2008]pp.106-107
の設例を基として確認する。前提として、当期および過去 3 年間の業績は安定していたとす
る。
設例Ⅳ 将来の課税所得が十分に期待できる場合（税率 40％）
当期末 X1 期 X2 期 X3 期 X4 期 X5 期
①一時差異減算前課税所得見込額 400 600 500 400 500
②将来減算一時差異 1,000
③将来減算一時差異解消見込額 200 250 250 200 100
④課税所得 200 350 250 200 400
⑤課税所得の減額効果（③） 200 250 250 200 100
⑥繰延税金資産回収可能額 400 80 100 100 80 40
X1 期から X5 期は見積期間である。見積期間の業績は著しい変化は見られないため、安定
していると解している。ただし、当期末における将来減算一時差異 1,000 が発生しており、
毎期それを十分に上回るだけの課税所得の計上は見込まれていない。そのため、B ランクと
して繰延税金資産の回収可能性を判断している。
スケジューリングの結果は上図の③である。X1 期は①一時差異減算前課税所得見込額 400
－③将来減算一時差異解消見込額 200＝④課税所得 200 となり、⑤課税所得の減額効果 200
×税率 40％＝⑥繰延税金資産回収可能額 80 と計算される。同様にして、X2 期は 100、X3
期は 100、X4 期は 80、X5 期は 40 と繰延税金資産回収可能額が計算される。したがって、
X1期からX5期の繰延税金資産回収可能額の合計400が当期末に繰延税金資産として計上す
ることができるとされるのである。
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設例Ⅴ 将来減算一時差異の解消額が複数期の課税所得から減算される場合（税率 40％）
当期末 X1 期 X2 期 X3 期 X4 期 X5 期
①一時差異減算前課税所得見込額 200 200 300 400 300
②将来減算一時差異 1,000
③将来減算一時差異解消見込額 300 200 220 230 50
④繰越欠損金充当前課税所得 △100 0 80 170 250
⑤繰越欠損金充当 80 20
⑥課税所得 △100 0 0 150 250
⑦課税所得の減額効果 200 200 300 250 50
⑧繰延税金資産回収可能額 400 80 80 120 100 20
当設例においても、見積期間は X1 期から X5 期である。スケジューリングの結果は③で
ある。X1 期は③将来減算一時差異解消見込額 300 のうち 100 については X1 期の課税所得
から減算できない。したがって、⑦課税所得の減額効果 200×税率 40％＝⑧繰延税金資産回
収可能額 80 と計算される。X2 期は課税所得がゼロであるため、③将来減算一時差異解消見
込額 200 が⑦課税所得の減額効果となり、同様にして、⑧繰延税金資産回収可能額 80 と計
算される。X3 期は④繰越欠損金充当前課税所得 80 が生じるが、繰越欠損金制度を利用し 80
だけ繰越欠損金を充当（⑤）するため、課税所得はゼロとなり、①一時差異減算前課税所得
見込額 300 がそのまま⑦課税所得の減額効果となり、⑧繰延税金資産回収可能額 120 と計算
される。X4 年度は残りの繰越欠損金 20 を利用し、⑧繰延税金資産回収可能額 100、X5 期
は前設例と同様にして⑧繰延税金資産回収可能額 20 と計算される。結果、当期末における
繰延税金資産は X1 期から X5 期の⑧繰延税金資産回収可能額を合計した 400 が計上される
のである。
［C：業績は不安定であり、期末における将来減算一時差異を上回るほどの課税所得がない
会社等］
過去の業績が不安定な会社等の場合、すなわち、過去の経常的な損益が大きく増減して
いるような会社の場合には、通常、過去の業績等により長期にわたり安定的な課税所得の
発生を予測することができない。したがって、そのような会社については、将来の合理的
な見積可能期間（おおむね 5 年）内の課税所得の見積額を限度として、当該期間内の一時
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差異等のスケジューリングの結果に基づき、それに係る繰延税金資産を計上している場合
には、当該繰延税金資産は回収可能性があると判断できるものとする。
C ランクの企業は、税務上の重要な繰越欠損金はないが、将来減算一時差異の額がおおむ
ね過去 3 年間の平均年間課税所得の範囲を超え、かつ、業績が不安定な会社であるため、長
期にわたる課税所得を見込んで繰延税金資産の回収可能性を判断することはできない。その
ため、将来の合理的な見積可能期間についておおむね 5 年内という上限を設けており、その
間の課税所得見積額の範囲内で、かつ、スケジューリングに基づいてその期間に解消が見込
まれる将来減算一時差異の計上が認められることとなる。
ここで、C ランクについても[監査法人トーマツ, 2008]p.109 の設例を用いて確認していき
たい。前提として、過去の業績が不安定な企業であり、合理的な見積可能期間を 5 年とする。
また、解消が長期にわたる将来減算一時差異は退職給付引当金に係るものである。
設例Ⅵ
当期末 X1 期 X2 期 X3 期 長期解消24
①一時差異減算前課税所得見込額 300 0 200
②将来減算一時差異 1000
③将来減算一時差異解消見込額 100 100 100 200
④繰越欠損金充当前課税所得 200 △100 100
⑤繰越欠損金充当 100
⑥課税所得 200 △100 0
⑦課税所得の減額効果 100 0 200 200
⑧繰延税金資産回収可能額 200 40 0 80 80
X1 期においては、C ランクの 1 つ目の設例と同様にして、⑧繰延税金資産回収可能額 40
を算出する。X2 期においては、繰越欠損金が 100 生じるが、X3 期において充当できる見込
みである。解消が長期にわたる将来減算一時差異 200 については、会社が存続する限り長期
的には課税所得の減額効果を有すると見込まれるため、税率を乗じた 80 が⑧繰延税金資産
回収可能額となる。結果、当期末における繰延税金資産は 200 となる。
24 回収が長期にわたる場合の回収可能性の判断については後述する。
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［D：重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社等］
期末において重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社、過去（おおむね 3 年以内）に
重要な税務上の欠損金の繰越期限切れとなった事実があった会社、または当期末において
重要な税務上の欠損金の繰越期限切れが見込まれる会社の場合には、通常、将来の課税所
得の発生を合理的に見積もることは困難と判断される。したがって、そのような会社につ
いては、原則として、翌期に課税所得の発生が確実に見込まれる場合で、かつ、その範囲
内で翌期の一時差異等のスケジューリングの結果に基づき、それに係る繰延税金資産を計
上している場合には、当該繰延税金資産は回収可能性があると判断できるものとする。ま
た、過去の経常的な利益水準を大きく上回る将来減算一時差異が期末に存在する会社につ
いて、翌期末において重要な税務上の繰越欠損金の発生が見込まれる場合には、期末にお
いて重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社と同様に取り扱いこととする。
ただし、前述の場合においても、重要な税務上の繰越欠損金や過去の経常的な利益水準
を大きく上回る将来減算一時差異が、例えば、事業のリストラクチャリングや法令等の改
正などによる非経常的な特別の原因により発生したものであり、それを除けば課税所得を
毎期計上している会社の場合には、将来の合理的な見積可能期間（おおむね 5 年）内の課
税所得の見積額を限度として、当該期間内の一時差異等のスケジューリングの結果に基づ
き、それに係る繰延税金資産を計上している場合には、当該繰延税金資産は回収可能性が
あると判断できるものとする。
D ランクの企業は、前半の原則的な取り扱いが適用される企業と、但し書きによる特例的
な取り扱いが適用される企業と、大きく 2 つに分けるとこができる。
原則的な取り扱いについては、翌期の課税所得見積額の範囲内で、かつ、スケジューリン
グ可能な将来減算一時差異について繰延税金資産の計上が認められるとされている。長期解
消見込みの将来減算一時差異についても同様の取り扱いになる。このように、D ランクの原
則的な取り扱いに該当する企業の繰延税金資産の回収可能性の判断は厳しくなり、計上額は
大きく制限される。
但し書きの取り扱いについては、あくまでも重要な税務上の繰越欠損金や経常的な利益水
準を大きく上回る将来減算一時差異の発生が「非経常的」である場合に限られる。こちらに
該当すると、C ランクと同様の取り扱いになり、繰延税金資産の回収可能額は企業によって
は原則的な取り扱いよりも増大する。それは企業の存続にも係る問題になる場合もあり得る
ため、「非経常的」であるか否かについては、慎重に判断することが求められている。
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［E：過去連続して重要な税務上の欠損金を計上している会社等］
過去（おおむね 3 年以上）連続して重要な税務上の欠損金を計上している会社で、かつ、
当期も重要な税務上の欠損金の計上が見込まれる会社の場合には、通常、将来の課税所得
の発生を合理的に見積もることができないと判断される。したがって、そのような会社に
ついては、原則として、将来減算一時差異および税務上の繰越欠損金等に係る繰延税金資
産の回収可能性はないものと判断する。また、債務超過の状況にある会社や資本の欠損の
状況が長期にわたっている会社で、かつ、短期間に当該状況の解消が見込まれない場合に
は、これと同様に取り扱うものとする。
E ランクの企業は、非常に厳しい状況にあると予想される。通常、将来の課税所得の発生
を合理的に見積もることができないと考えられるため、原則として、繰延税金資産の回収可
能性はないものと判断される。
以上の A～E ランクまでを簡単にまとめると以下のようになる。
A
将来においても一定水準の課税
所得を発生させることが可能
スケジューリングが不能な差異を含めて繰延税金資産
の全額が回収可能
B
将来においても同水準の課税所
得を発生が見込まれる
スケジューリングにより繰延税金資産を計上している
場合には、繰延税金資産は回収可能
C
課税所得の発生を安定的に見込
むことができない
スケジューリングにより繰延税金資産を計上している
場合には、将来５年分までの繰延税金資産は回収可能
D
将来の課税所得の発生を合理的
に見積もることは困難
翌期の課税所得の発生およびスケジューリングの範囲
内で繰延税金資産の回収可能
E
重要繰越欠損金や過去の経常利
益水準を大きく上回る将来減算
一時差異が特別に発生
繰延税金資産の回収可能性はない
また、回収が長期にわたる場合の回収可能性の判断は以下のように行われる。
A 当該将来減算一時差異に係る繰延税金資産について、その回収可能性があると判断で
きるものとするB
C 通常、合理的な見積り可能期間とされる期間（おおむね 5 年）を超えた年度であって
も、当期末における当該一時差異の最終解消年度までに解消されると見込まれる将来
減算一時差異に係る繰延税金資産について、その回収可能性があると判断できるもの
D
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とする
E
原則として、当該将来減算一時差異に係る繰延税金資産について、その回収可能性は
ないものと判断する。*債務超過・資本の欠損が長期で、解消見込のない場合も同様
第 10 号では、「安定的に利益を計上している会社」と「重要な税務上の繰越欠損金が存在
する会社」の大きく 2 つにしか分かれていなかったが、上述の第 66 号では実務からの要請
により、第 10 号に比べより細かく 5 つの区分を設けている。第 66 号は「監査上の取り扱い」
であるが、第 10 号の「実務指針」では判断が困難であるため、企業側も第 66 号を用いて判
断をしている。
しかし、第 66 号においても、回収可能性の判断には以下のような問題点を挙げることが
できるだろう。
問 題 点
A
・「十分に上回る」とは、どの程度を示すのか
・「おおむね過去 3 年以上」の解釈
・例え A ランクのように過去の業績が良いとされる会社でも、スケジューリングが不
能な場合も課税所得が発生する「蓋然性が高い」といえるのか（A ランクに該当す
る企業においても、税務戦略の観点からある程度のスケジューリングは行われるこ
とが予想される。A ランクに該当すれば、スケジューリングが不能な場合も回収可
能性があると判断されることとなる。果たしてそこに問題はないのであろうか）
・「十分」や「おおむね」、「蓋然性」といった曖昧な表現が用いられている以上、恣意
性の介入の危険が生じてしまう
B
・「安定している」とはどう判断するのか
・「おおむね 3 年以上」の解釈
C
・「不安定」とはどう判断するのか
・「大きく増減」とは、どの割合か
・「合理的な見積可能期間（おおむね 5 年）」の解釈
D
・どの程度からが「重要」であるのか
・「おおむね 3 年以内」の解釈
・「但し書き」に係る判断
E ・債務超過を判断する時点はいつか
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第 66 号 5 項（1）には、「それぞれの例示区分に直接該当しない場合であっても、それぞ
れの例示区分の趣旨を斟酌し、会社の実態に応じて、それぞれの例示区分に準じた判断を行
う必要がある」と記されている。つまり、上記の区分は絶対ではなく、あくまでも例示であ
る。
会計監査の実務によれば、「十分に上回る」とは、課税所得が計上される繰延税金資産の
200％以上であり、「おおむね 3 年」は、多くの場合「3 年」と解釈されている。C ランクと
D ランクにおける「見積可能期間（おおむね 5 年）内」は、企業の実態に応じて短く見積も
られることもあるが、5 年を超えることはない。また、「安定」および「不安定」については、
考え方は様々であるが、公認会計士としての判断は、利益が 50％の変動がある場合は「不安
定」であると解釈されることが多い。同様にして、「重要」であるか否かについても 50％を
用いて判断される。D ランクにおける「非経常的な特別な原因」に該当するか否か（「但し
書き」に該当するか否か）については、同様の事象が 2 期以上続く場合は該当しないとされ
ている。
このように、明記されていないところで公認会計士による判断がなされているのである。
回収可能性の判断については、第 66 号の会社区分を用いて、当該企業の監査を行う公認会
計士のジャッジメントにより行われるものである。しかし、担当する公認会計士によって判
断が異なるなどの問題が生じている25。果たしてこのような状況で、有用な財務情報に資す
る繰延税金資産の金額を決めることができるのであろうか。一方で、基準を厳格に規定する
こと自体が可能であろうかについても疑問が生ずる。昨今の原則主義である国際会計基準へ
のコンバージェンスを鑑みると、厳格な規制はむしろ時の流れとは逆を示すことになる。
第 3 項 「但し書き」をめぐる問題
D ランクにおける「但し書き」に該当するか否かの判断は、当該企業において重大な影響
を及ぼす。以下は、UFJ ホールディングスと三菱東京フィナンシャル・グループの合併に際
する繰延税金資産の動きと、りそなホールディングスへの公的資金注入に至るまでの繰延税
金資産の回収可能性の判断についてみていく。
25 2003 年 7 月 20 日の日本経済新聞によると、2003 年 3 月決算で約 7 割の監査法人が会計監査
を厳しくしたと回答。そのうち約 8 割が「繰延税金資産の査定」を厳格にしたと答えた。また、
繰延税金資産の評価では、12 の法人が「企業側と対立があった」と回答。公認会計士によって評
価に違いがあるかという問いに対して、約 5 割が「違うことが多い」若しくは「必ず違う」と回
答している。
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＜UFJ ホールディングスと三菱東京フィナンシャル・グループの合併＞
UFJ 銀行は 2005 年の中間決算における繰延税金資産の状況おいて、その内訳項目として、
繰越欠損金を 9,831 億円、そして、繰延税金資産としてではなく評価性引当金として 9,394
億円を認識していた。つまり、将来の課税所得の減少に当たる繰越欠損金とほぼ同額、繰延
税金資産として計上することは難しいとしていたのである。
当該繰越欠損金は金融庁の金融再生プログラムにより、不良債権の最終処理を加速的に進
めたことと、「銀行等の株式等の保有の制限等に関する法律」により保有株式の削減を進めた
ことによるものである。したがって、「非経常的」であると判断され、D ランクの但し書き
に該当するとして、将来見積可能期間は 5 年として回収可能性を計上された。
しかし、三菱東京フィナンシャル・グループとの合併により、将来の課税所得の発生の見
通しが立ったとして、繰延税金資産の計上が可能であると判断され、合併後、約 4,800 億円
もの繰延税金資産を復活ともいえる積み増しを行ったのである。
当実例は、「非経常的」として取り扱われているが、金融再生プログラムがなかったとして
も、UFJ 銀行は多額の不良債権を抱えていたことになる。その状況下で、将来の課税所得の
発生が見込めるのか、疑問である。また、そのような状況の企業が合併したからといって、
不良債権自体に回収の見込みがあるという理由ではなく、将来の収益力があるために復活す
ることには問題はないのであろうか。
4,800 億円もの繰延税金資産を計上するということは、同額の法人税等調整額を計上する
ことになる。つまり、収益が計上されることとなる。合併後の三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループは、その影響が大きいことから、法人税等調整額としないために、みなし決算日ま
で遡り資本準備金としたのである。一部報道では、業績の悪いＵＦＪホールディングスを買
収したにもかかわらず資本増強になったため「会計マジック」などと揶揄された。これは、
企業の実態を表しているのだろうか。税効果によって、企業の実態から乖離してしまうので
あれば問題である。
＜りそなホールディングスへの公的資金注入＞
2002 年 9 月の時点では、約 8,300 億円の繰延税金資産を計上していたりそな銀行は、2003
年 3 月の決算時に会計監査人より、当該繰延税金資産について疑義の意見を受けた。りそな
銀行は新日本監査法人と朝日監査法人の共同監査が行われていた。
当時のりそな銀行の財務状態は、繰延税金資産の計上により債務超過にならずに済んでい
たため、E ランクには該当せず、C ランクとして繰延税金資産の計上が予定されていた。し
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かし、繰延税金資産の回収可能性について、朝日監査法人は将来の課税所得の発生を合理的
に見積もるには問題があるとして、経営健全計画があることを前提に 3 年が最大であると主
張し、りそな銀行と新日本監査法人の主張する 5 年と対立した。意見は一致せず、朝日監査
法人は監査を離脱し、その影響を受け新日本監査法人は見積可能期間を 3 年に改めた。
りそな銀行は繰延税金資産の見積可能期間が 5 年から 3 年になったため、繰延税金資産の
金額が減少し、自己資本比率が国内基準の 4％を大きく下回る可能性が高くなり、公的資金
注入の申請を行うに至ったのである。
このように監査法人によっても繰延税金資産の回収可能性の判断は異なる場合があり、そ
の影響は企業の存続に及ぶ。E ランクの内容として「債務超過の状況にある会社や資本の欠
損の状況が長期にわたっている会社で、かつ、短期間に当該状況の解消が見込まれない場合
には、これと同様に取り扱うものとする。」26と記載されているが、債務超過の状況や資本の
欠損の状況が繰延税金資産の計上前であるのか、後でるのかについては触れられていないの
である。これは計上前であるべきであろう。繰延税金資産の存在は多くの場合、企業の収益
力といった見積もりによって成り立っている。つまり、業績や経済情勢によって回収可能性
は随時変動しているのである。そのような危険性を有している繰延税金資産ありきの状態で
Ｄランクと判断し、一部に回収可能性を認めるには投資家等の判断をミスリーディングする
といった問題が生じるであろう。
また、当実例において見積可能期間は 3 年とされているが、ゼロではないが 5 年は難しい
という感覚であり、その根拠を合理的に説明することは困難であろう。
第 2 節 タックスプランニングの実行可能性27
実務指針では、「将来減算一時差異の解消年度および繰越期間または繰越期間に含み益のあ
る固定資産または有価証券を売却する等、課税所得を発生させるようなタックスプランニン
グが存在すること」が繰延税金資産の回収可能性の判断要件として掲げられている。タック
スプランニングに基づいて繰延税金資産の回収可能性を判断する場合には、資産の含み益等
の実現可能性を判断することが必要である。資産の含み益等の実現可能性を判断するに当た
っては、当該資産の売却等に係る会社としての意思決定の有無および実行可能性、並びに売
却される当該資産の含み益に係る金額の妥当性を検討する必要がある。
26 [監査委員会, 1998] 第 66 号 5 項⑤
27 [監査委員会, 1998]第 66 号 6 項
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タックスプランニングに基づいた課税所得の発生見込額は、将来の課税所得の見積額を構
成するため、将来年度の課税所得の見積額による繰延税金資産の回収可能性を過去の業績等
に基づいて行う場合の判断指針における例示区分に対応し、それぞれ以下のように取り扱う。
タックスプランニングによる課税所得の発生見込み
A
期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎期計上している会社の場
合には、一般的には、タックスプランニングに基づいた課税所得の発生見込額を将来
の課税所得の見積額に織り込んで繰延税金資産の回収可能性を判断する必要はない。
B
以下の（ア）および（イ）を満たす場合には、タックスプランニングに基づいた課税
所得の発生見込額を将来の課税所得の見積額に織り込むことができるものとする。
（ア）資産の売却等に係る意思決定の有無および実行可能性
資産の売却等に係る意思決定が、取締役会等で承認された事業計画や方針等
で明確となっており、かつ、資産の売却等に経済的合理性があり、実行可能で
ある場合
（イ）売却される資産の含み益等に係る金額の妥当性
売却される資産の含み益等に係る金額が、契約等で確定している場合または
契約等で確定していない場合でも、例えば、有価証券については期末の時価、
不動産については期末前おおよそ 1 年以内の不動産鑑定評価額等の公正な時価
によっている場合
C
以下の（ア）および（イ）を満たす場合には、タックスプランニングに基づいた課税
所得の発生見込額を、将来の合理的な見積可能期間（おおむね 5 年）内の課税所得の
見積額に織り込むことができるものとする。
（ア）資産の売却等に係る意思決定の有無および実行可能性
将来の合理的な見積可能期間（おおむね 5 年）内に資産の売却等を行うとう
いう意思決定が、取締役会等で承認された事業計画や方針等で明確となってお
り、かつ、資産の売却等に経済的合理性があり、実行可能である場合
（イ）売却される資産の含み益等に係る金額の妥当性
売却される資産の含み益等に係る金額が、契約等で確定している場合または
契約等で確定していない場合でも、例えば、有価証券については期末の時価、
不動産については期末前おおよそ 1 年以内の不動産鑑定評価額等の公正な時価
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によっている場合
D
原則として、以下の（ア）および（イ）を満たす場合には、タックスプランニングに
基づいた課税所得の発生見込額を、翌期の課税所得の見積額として織り込むことがで
きるものとする。
（ア）資産の売却等に係る意思決定の有無および実行可能性
売却等に係る意思決定が、取締役会等の承認、決裁権限者による決裁または
契約等で明確となっており、確実に実行されると見込まれる場合
（イ）売却される資産の含み益等に係る金額の妥当性
前述Ｂ（イ）と同様に取り扱う。ただし、重要な税務上の繰越欠損金等が非
経常的な特別な原因により発生したものであり、それを除けば課税所得を毎期
計上している会社の場合には、前述 C（イ）と同様に取り扱うこととする
E
原則として、繰延税金資産の回収可能性をタックスプランニングに基づいて判断する
ことはできないものとする。ただし、税務上の繰越欠損金を十分に上回るほどの資産
の含み益等を有しており、かつ、前述 D の（ア）および（イ）を満たす場合にのみ、
タックスプランニングに基づいた課税所得の発生見込額を翌期の課税所得の見積額と
して織り込むことができるものとする。
タックスプランニングは会社区分に応じる必要があるのであろうか。会社区分が妥当であ
るという前提とするならば、A ランクと E ランクのタックスプランニングによる将来の課税
所得の発生をこのように判断するのは妥当であろう。資産の売却ないし含み益等により見積
もられる将来の課税所得は、取締役会等の承認や契約等の裏付けが必要とされているため、
妥当であろう。しかし、会社区分が妥当であることが前提であり、既述の通り、それが妥当
であると判断することに疑問がある以上は、タックスプランニングによる将来の課税所得の
発生に係る判断指針にも同様の疑問を抱かざるを得ない。
ここで、第 66 号の個別に留意が必要として追加された第 70 号についても確認してく。
固定資産の減損損失（スケジューリング可能） その他有価証券の評価差額
A
減損損失を計上した結果、将来減算一時差異が
多額となり、報告第 66 号の 5（１）②（B ラ
ンク）の会社等に分類されることになる場合
は、当該減損損失を除外して検討すれば①（A
（スケジューリング不能なため、原則とし
て、回収可能性はないと判断する。しかし、
通常、その他有価証券は随時売却が可能で
あり、また、長期的には売却されることが
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ランク）と判定できる場合で、かつ、当該減損
損失が平均的年間課税所得水準の範囲内であ
る等多額でない場合に限り、会社等の分類を従
来どおり①（A ランク）と判断することができ
る。
想定できる。）
回収可能性があると判断できる。
B
減損損失を計上した結果、将来減算一時差異が
多額となる可能性があるが、当該減損損失を除
外して検討すれば②（B ランク）と判定できる
場合で、かつ、当該減損損失が平均的年間課税
所得水準の範囲内である等多額でない場合に
限り、会社等の分類を従来どおり②（B ランク）
と判断することができる
C 会社分類への影響は生じない
将来の合理的な見積可能期間（おおむね 5
年）内の課税所得の見積額からスケジュー
リング可能な一時差異の解消額を加減し
た額を限度として、純額の評価差損に係る
繰延税金資産を計上しているときは、当該
繰延税金資産は回収可能性があるとして
判断できる
D
会社分類への影響は生じない。なお、従来①（A
ランク）、②（B ランク）、および③（C ランク）
の会社等として判定されていた場合に、減損損
失を計上し、かつ、翌期に対象固定資産の処分
により重要な税務上の繰越欠損金の発生が見
込まれる場合（タックスプランニング考慮後）
は、原則として④（D ランク）の会社等に該当
するものとする
E 会社分類への影響は生じない
特に記載なし。回収可能性はないものと判
断される
固定資産の場合、償却性資産の場合はスケジューリングが可能な場合が多いが、非償却性
資産の場合はスケジューリングが不能な場合が多い（売却等の予定がある場合を除く）。その
ため、非償却性資産は回収可能性がないと判断されることが多い。また、第 70 号において
記されている固定資産の減損損失は減損損失制度適用初年度における指針である。
その他有価証券の評価差額の取り扱いについては、その他有価証券は随時売却可能であり、
長期的には売却することが想定されているとし、既述の「回収が長期にわたる場合の回収可
能性の判断」と同様の取り扱いである。しかし、その他有価証券は一方で業務遂行上に問題
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があるため売却目的とは別に扱う場合があるため、タックスプランニングの存在による課税
所得の発生見込みに則して判断される方が適している場合があるのではないだろうか。
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終章
税効果会計とは、資産負債アプローチを重視している現代の企業会計において、企業会計
上と課税所得計算上の収益および費用に相違がある場合により生じる、企業会計上と課税所
得計算上の資産および負債の相違がある場合において、法人税等を適切に期間配分し、貸借
対照表や損益計算書等、財務諸表を適正ならしめるために必要な会計手続きである。資産負
債法が適用されることにより、収益および費用と資産および負債の両面から把握された繰延
税金資産および繰延税金負債が適切な回収額および支払額で貸借対照表に計上される。繰延
税金資産および繰延税金負債はその解消年度の税率によって算出されるため、税率の変更が
ある場合には修正されることになる。
会計基準や実務指針によると、繰延税金資産は回収可能性を有すると認められる場合、法
人税等の前払額に相当するため、他の繰延費用と同様に経済的資源としてその資産性が認め
られる。したがって、資産性を有するか否かは回収可能性を有するか否かによって判断され
る。回収可能性を判断するに当たり、収益力に基づく課税所得の十分性・タックスプランニ
ングの存在・将来加算一時差異の十分性のいずれかを満たさなければならない。そのうち、
我が国においては、収益力に基づく課税所得の十分性によるところが大きい。
企業の将来の収益力を客観的に判断することは困難であるため、過去の業績等を主たる判
断基準とし、収益力により会社を 5 つのランクに区分し、その区分により回収可能性に制限
を設けている。
過去の業績のよる会社区分は、Ａ：期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所
得を毎期計上している会社等、Ｂ：業績は安定しているが、期末における将来減算一時差異
を十分に上回るほどの課税所得がない会社等、Ｃ：業績は不安定であり、期末における将来
減算一時差異を上回るほどの課税所得がない会社等、Ｄ：重要な税務上の繰越欠損金が存在
する会社等、Ｅ：過去連続して重要な税務上の繰越欠損金を計上している会社等の 5 つであ
る。Ｄランクについては、但し書きが付されており、「非経常的」な事由でＤに該当する企業
についてはＣランクと同様に扱うとするものである。
繰延税金資産の回収可能性の判断には、UFJ ホールディングスと三菱東京フィナンシャ
ル・グループの合併やりそなホールディングスへの公的資金注入でもみられるように、その
困難性が存在するのである。「十分」や「おおむね」、「安定」や「不安定」、「重要」といった
曖昧な表現が判断の幅を生じさせてしまうのである。その幅は、企業と監査人の間で判断が
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異なる場合もある。りそなホールディングスの公的資金注入の件では、監査法人の間でも判
断が異なったのである。したがって、曖昧な表現ではなく、会社区分についてはっきりした
表現を用いるべきであると考え得る。
繰延税金資産の回収可能性の判断に係る指針は、第 10 号および、監査上の取り扱いでは
あるが第 66 号の 2 つしか実務指針は存在しない。基準や実務指針は、さまざまな企業が存
在する以上、企業の実態をより忠実に表すことができるようするために、幅を持たせる必要
がある。つまり、安易に厳格な基準や指針を示すことは、企業の実態を示すことに資さない
可能性があるのである。
第 10 号および第 66 号の回収可能性の判断に係る指針、特に 5 つの会社区分は妥当であろ
うか。より厳格な指針を示すとしたならば、いかなる内容になり得るであろうか。過去の業
績等を判断基準に 5 つ以上の指針を示すことは可能であろうが、それよりはむしろより厳格
に分類するほうが適当であろう。たとえば、「課税所得を十分に上回る」ではなく、「課税所
得の 200％」といったように数値を用いることや、「おおむね」を撤廃するなどが挙げられよ
う。また、より厳密にするのであれば、業界別や企業規模別などそれぞれに指針を作成し示
すことも理論上はでき得るであろう。しかし、実際は基準等の作成にはコストがかかるため
費用対効果を考慮する上で、有効かどうかを示すのは困難であろう。
厳格な指針を示すことが難しいとするのであれば、上記の問題が生じ得る現状で良いので
あろうか。銀行に関しては自己資本に対する繰延税金資産の割合の上限が示されている。そ
れにもかかわらず、既述のような問題が生じているのである。金融は繰延税金資産の割合が
他の業界に比べ高いが、業界によってその割合は異なる。つまり、銀行業（金融業）に限ら
ず、繰延税金資産が多い企業はあるのである。添付資料に示しているように、建設・流通・
商社などがそうである。そのような企業では、銀行業のように自己資本に対する繰延税金資
産の割合に上限を示す必要があるのではないだろうか。もしくは、金融庁が特定の金融機関
に対して提出を要求している「経営の健全化のための計画」や、地方公共団体の財政の健全
化に関する法律で求められている「公益企業の健全化計画」のように、将来の課税所得の発
生についての裏付けとして経営計画を公表することで担保することも考えうる方法である。
繰延税金資産は企業の将来の収益力による部分が多く、算出される数値は見積額である。
したがって、自己資本に対する繰延税金資産の金額が過大である場合には、自己資本の脆弱
性という問題が生じるのである。業績や考慮すべき経済情勢は随時変動しており、それは同
時に繰延税金資産の回収可能性についても随時変更が生じているのである。そのような不安
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定ともいえる繰延税金資産ありきの自己資本には、信頼性について疑問が生じる可能性があ
る。そのため、自己資本に対する繰延税金資産の割合に制限を設けるべきであろう。
繰延税金資産を貸借対照表に計上額を判断することは、経営者や監査人等によるところが
大きく、基準や指針に沿って企業が作成した財務諸表には客観性に問題がないとはいえない。
課税所得の見積もりによる判断については、他に目ぼしい判断基準がないことから、過去の
業績により判断することは致し方ないと考える。一方で、そこに恣意性の介入がないように
するためには、業種や規模毎に判断基準を設けることも一つの案である。
また、確定決算主義である我が国は、申告納税主義を採る諸外国に比べ、企業会計に対し
税法は固いと言えうる。税法を緩和し企業会計を認めることによって、税効果会計を行うコ
スト削減にもつながるとう利点もあると考えることが出来る。既述のように、税効果会計に
より計上される繰延税金資産については、その回収可能性、資産性の有無の判断が困難であ
る場合が多く存在している。申告納税主義を採ることによって、回収可能性の判断が行われ
る場合自体を減らすこと（すなわち税効果会計の必要性を低めることになるが）、柔軟な国の
対応がなされることで、国際的調和化がより図られるのではないであろうか。
これらをいかに会計上に反映させるか、税法と企業会計の関係の妥当と考えられる姿につ
いては、今後の研究で明らかにしていきたい。
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【添付資料】繰延税金資産が自己資本に占める比率ランキング（2002 年度） （単位：％）
順位 企業名 税効果依存度 順位 企業名 税効果依存度
1 蝶理㈱ 3,537.241 26 ㈱長谷工コーポレーション 56.140
2 金商㈱ 207.772 27 東洋通信機㈱ 55.430
3 ㈱新井組 199.307 28 蛇の目ミシン工業㈱ 54.124
4 ユアサ商事㈱ 186.152 29 ㈱富士ゼネラル 54.099
5 川鉄商事㈱ 129.938 30 日立造船㈱ 53.820
6 東洋建設㈱ 120.470 31 ㈱河合楽器製作所 53.170
7 雪印乳業㈱ 113.666 32 ㈱金門製作所 52.538
8 ダイワ精工㈱ 107.485 33 阪急電鉄㈱ 49.345
9 明和産業㈱ 104.167 34 日産ディーゼル工業㈱ 48.045
10 藤和不動産㈱ 97.759 35 ㈱東芝 47.015
11 ㈱西友 93.225 36 小田急建設㈱ 46.636
12 鹿島建設㈱ 91.412 37 鉄建建設㈱ 46.213
13 三井住友建設㈱ 85.407 38 石川島播磨重工業㈱ 45.204
14 山丸㈱ 84.981 39 日本電気㈱ 44.988
15 ㈱石井鐵工所 79.429 40 神鋼商事㈱ 44.626
16 不動建設㈱ 78.586 41 ㈱シーエスケイ 43.817
17 五洋建設㈱ 75.107 42 ㈱大丸 42.027
18 兼松㈱ 71.671 43 清水建設㈱ 41.900
19 大成建設㈱ 69.561 44 ㈱安川電機 41.611
20 ㈱白洋舎 68.816 45 ㈱高岳製作所 41.439
21 丸紅㈱ 65.733 46 安藤建設㈱ 41.255
22 日特建設㈱ 62.303 47 ㈱サンリオ 41.050
23 曙ブレーキ工業㈱ 61.748 48 ㈱トーエネック 40.969
24 三菱電機㈱ 60.517 49 佐伯建設工業㈱ 40.947
25 日本輸送機㈱ 56.929 50 ダイニック㈱ 39.586
（注）個別財務諸表ベース。データは、日本政策投資銀行財務データバンクより作成。
[出所] [一ノ宮士郎（日本政策投資銀行設備投資研究所）, 2005]p.10
